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●世界の潮流を捉えたグローバル展開
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 16,586
【経済部】 ㉘ ( 0 )

進 創

76,896

20,000
【経済部】 ㉘ ( 20,000 )

17,000
【経済部】 ㉘ ( 17,000 )

39,896
【経済部】 ㉘ ( 40,000 )

進

◎ 45,075
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進 戦

27,503
【総合政策部】 ㉘ ( 31,074 )

◎ 4,000
【総務部】 ㉘ ( 0 )

9,399
【総合政策部】 ㉘ ( 9,399 )

16,510
【総合政策部】 ㉘ ( 16,510 )

4,303
【総合政策部】 ㉘ ( 4,303 )

12,394
【総合政策部】 ㉘ ( 12,869 )

30,000
【経済部】 ㉘ ( 28,395 )

25,874
【経済部】 ㉘ ( 25,874 )

15,933
【経済部】 ㉘ ( 15,933 )

（表記注釈）

◎：新規事業　　○：拡充事業　　進：北海道創生進化事業　　赤：赤レンガチャレンジ事業

連：民間企業等との包括連携協定等による取組　　創：地方創生交付金の活用を予定する事業　　【　　】：事業執行部局名

戦：戦略産業雇用創造プロジェクト補助金の活用を予定する事業　　※：平成28年度計上事業で平成29年度執行事業

㉘：平成28年度の予算額（27年度補正の一部も含む）

ロシア極東地域ビジネス展
開支援事業

アドバイザー設置による有望商品の発掘、フェアや商談会での市民・バイ
ヤーの反応を踏まえた商品の選別、プロモーション等の実施により、進出意
欲のある道内中小企業のロシアビジネスを支援する。

経済交流拡大推進事業 米国ハワイ州やベトナムとの更なる交流深化を図るため、北海道の食や文
化など北海道の魅力を発信するフェア等を開催する。

姉妹友好提携地域等訪問周
年事業

道内の国際化と地域の活力向上を図るため、平成29年に北海道人移住100
周年を迎えるアルゼンチンや姉妹友好提携を結んでいる海外の地域等との
節目となる周年において相互交流や記念行事等を実施する。

北海道ＡＳＥＡＮ事務所運営
事業費

「北海道ＡＳＥＡＮ事務所」の運営を通じて、市場ニーズの収集・把握から販路
開拓、本道関係イベントの調整など、オール北海道体制により、道内市町村・
企業の活動を支援する。

投資先導型グローカルビジ
ネス推進事業

観光関連産業を中心とした海外からの投資を促進するため、北海道ブランド
と一体的に本道の優位性や潜在力等を世界に発信する。

北方四島共同経済活動等推進
事業（北方領土対策関連予算）

北方四島における共同経済活動等の推進に向け、必要な調査やセミナーを
開催する。

国際化戦略推進事業費 米国ハワイ州及びASEAN(ベトナム)をターゲット国・地域に選定し、国際交流
の基盤づくりに向け、友好提携の締結に向けた取組や、各種交流イベント、北
海道のＰＲ等を行う。

サハリン事務所維持運営費 「北海道サハリン事務所」の運営を通じて、各種交流事業の仲介や、関係機関
との連絡調整を行う。

寒冷地適応型省エネ技術海
外展開促進事業

ロシア極東地域等へ本道の寒冷地適応型省エネ関連技術をモデルケースを
通じ普及促進するとともに、現地等におけるセミナー開催や事業者間の技術
交流を促進する。

海外拠点連携によるアジア
マーケットの開拓促進

北海道と札幌市、金融機関等が連携し、それぞれの海外拠点を活用しなが
ら、アジアを中心としたブランド発信、市場開拓、道内企業の現地進出、外国
資本の投資呼び込みなど、効果的な海外展開を実施する。

道市連携海外展開推進事業
費

道と札幌市が連携し、相互の海外事務所等を活用しながら、ASEAN地域での
商流の開拓や、中国・ASEAN地域での道内環境技術等の海外展開を推進し、
道産品の輸出拡大や道内企業の現地進出を促進する。

HOKKAIDOブランド海外展開
促進事業

ASEAN等を対象としたブランドストーリーの検討や商談会の実施、各種メディ
アを活用した情報発信を行い、新たなHOKKAIDOブランドの発掘・発信の取組
を推進する。

北海道・ロシア連邦地域間協
力キックオフ事業

経済ミッションの相互派遣を通じた欧露部等との新たな交流の展開、サハリ
ン州・ロシア極東大陸部とのさらなる交流の拡大、友好提携している黒竜江
省を交えたサハリン州との３地域交流などロシアとの関係強化を行う。

北海道上海事務所運営事業
費

「北海道上海事務所」の運営を通じて、中国国内でのネットワークづくりを進
め、道内企業のビジネス展開支援、道産品及び北海道観光の海外市場獲得
に向けた現地取組の強化を図る。

日本貿易振興機構北海道貿
易情報センター負担金

本道の貿易振興と海外からの投資促進のため、道内企業等に貿易情報の収
集提供や貿易相談業務等を実施しているジェトロ北海道貿易情報センター
に対し、経費の一部を負担する。

重点的に取り組む施策 - 各施策の主な事業等
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●インバウンドの加速化による「稼ぐ観光」の確立

事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

283,109

○ 16,607
【経済部】 ㉘ ( 4,515 )

◎ 51,180
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 43,822
【経済部】 ㉘ ( 0 )

31,254
【経済部】 ㉘ ( 35,254 )

63,270
【経済部】 ㉘ ( 71,794 )

27,259
【経済部】 ㉘ ( 30,753 )

11,729
【経済部】 ㉘ ( 13,612 )

37,988
【経済部】 ㉘ ( 41,988 )

進 創

◎ 143,239
【経済部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 8,986
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 13,800
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 42,236
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 40,543
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進

57,500
【総合政策部】 ㉘ ( 117,500 )

創

◎ ※ 224,000
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

創

◎ ※ 74,535
【教育庁】 ㉘ ( 0 )

◎ 18,000
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

◎ 15,000
【経済部】 ㉘ ( 0 )

北海道新幹線利用促進費 北海道新幹線の開業を契機として、北東北各県と交流人口を拡大するための連携体制
づくりなど進めるとともに、道南と道東・道北を結ぶ航空路線開設に向けた取組への支
援等により、開業効果が全道波及するよう取り組む。

道内空港インバウンド呼び込
み機能強化事業費

グランドハンドリング（地上業務）要員の増員や育成、デアイシング（航空機積
雪除去）経費の支援を行い、道内空港の受入体制の強化を促進する。

歴史文化施設におけるインバウ
ンド交流施設整備事業費

本道が有する観光資源である道立「開拓の村」について、小川家酪農畜舎の
改修や馬車鉄道の延伸、多言語解説の充実などを行い、訪日外国人の関心
が高い「歴史的まちなみ」を再整備する。

新規チャーター便促進事業
補助金

道民のアウトバウンドを促進するため、道内空港からの国際チャーター便を
運航する航空会社に対して運航経費の一部を補助する。

ＬＣＣ地方空港誘致による誘
客拡大事業

ＬＣＣの道内地方空港への就航条件や効果などを調査・検証し、誘致活動に活
用することで、ＬＣＣの道内地方空港への新規就航を促進する。

民族共生象徴空間リンケー
ジ事業費

アイヌ文化復興等のナショナルセンターとして国が整備している「民族共生
象徴空間」の2020年一般公開に向け、道内や東京、ハワイ州及び台湾におい
て来場目標者数100万人を目指したプロモーションを行う。

インバウンド受入体制整備事
業

外国人観光客の円滑な受入を促進するため、道内各地域で中心となって活
動している観光人材を対象に、プロモーションや受入を総括的にプロデュー
スできるノウハウの習得を支援する。

北海道LOVERS拡大推進事業 来道中の外国人観光客に対して、閑散期や道央圏以外の観光情報をSNS、ﾌ
ﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰなどを活用し発信することで、北海道観光のファン(北海道LOVERS)
を増加させ、来道時期の平準化や広域分散化を促進する。

交通事業者等との連携によ
る交流人口拡大事業

新幹線開業効果を最大限活用し、地方への誘客を拡大するため、鉄道事業者と航空会
社の共同により新幹線や地方空港を組み合わせた旅行商品化を促進するとともに、地
域ＤＭＯと連携した観光コンテンツづくりを促進する。

道立美術館活性化事業 道立「三岸好太郎美術館」について、展示スペースの拡大、照明機能の改修
等の展示機能強化を図るとともに、「アートギャラリ－北海道」の策定、北海
道150年関連事業の企画、プレイベントなどを実施する。

北海道スポーツツーリズム
戦略的誘客促進事業

2020年東京オリンピックパラリンピックなど今後の大型スポーツイベントの開
催に合わせ、本道に優位性のあるスポーツを核としたツーリズムの振興を図
る。

実践的インバウンドおもてな
し人材育成事業

外国人観光客受入れのための基礎研修並びに小売店、観光案内所、交通機
関、宿泊施設の従業員及び通訳案内士等の技能向上のための実践的な短
期・長期の研修を実施する。

北海道ＤＭＯを核としたイン
バウンド受入環境づくり

広域連携DMO形成の加速化と地域のDMO形成の促進による全道のDMOの重層的な連携
による地域観光人材の育成及び地方への誘客促進とリピーター確保により、地域と季
節に偏りのないインバウンド等の受入環境づくりを推進する。

インバウンド対応観光ルート
創出事業

外国人観光客の満足度を高める国際観光ルートを形成し、地域への誘客を
図るため、複数の地域が連携して取り組む観光地づくりを支援する。

広域観光周遊ルートビジネ
スモデル形成事業

道北・道東圏の広域観光周遊ルート形成計画「アジアの宝 悠久の自然美へ
の道ひがし北・海・道」と連動した新しい滞在モデルプランやFIT（外国人観光
客個人旅行）向けの情報発信を行う。

日本版DMO形成促進事業 地域におけるDMO形成に向けた取組を支援するアドバイザーの派遣や観光
地経営の専門人材を育成するための研修会の開催など観光地経営の視点
に立った地域の稼ぐ力を引き出す取組を推進する。

DMO取得に向けたマーケ
ティング強化事業

北海道観光振興機構ホームページの戦略的活用やオンライン予約サイトを
運営する企業からのコンサルティングを受けるなど日本版DMO候補法人の登
録を受けた北海道観光振興機構のマーケティング力を強化する。

クルーズ客船誘致連携事業 各港湾管理者等との連携を強化し、船会社へのプロモーションや海外見本市
の出展などクルーズ客船の誘致活動を進める。

観光列車旅行者動向調査事
業

本道の魅力や特性を活かした観光列車の運行に向けた受入体制の整備や旅
行商品づくりの取組を促進するため、地域と連携した実証運行を行う。
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◎ 42,350
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

◎ 51,707
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 19,644
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 7,403
【経済部】 ㉘ ( 0 )

○ 10,000
【総合政策部】 ㉘ ( 5,000 )

○ 70,945
【経済部】 ㉘ ( 49,376 )

○ 108,363
【経済部】 ㉘ ( 69,533 )

○ 81,024
【経済部】 ㉘ ( 54,347 )

4,956
【総合政策部】 ㉘ ( 5,218 )

34,500
【総合政策部】 ㉘ ( 44,250 )

1,307,108
【総合政策部】 ㉘ ( 1,064,499 )

※ 440,000
【環境生活部】 ㉘ ( 440,000 )

80,537
【経済部】 ㉘ ( 80,537 )

72,753
【経済部】 ㉘ ( 78,778 )

75,987
【経済部】 ㉘ ( 75,987 )

21,298
【経済部】 ㉘ ( 21,293 )

12,579
【経済部】 ㉘ ( 7,576 )

22,329
【経済部】 ㉘ ( 32,321 )

18,616
【経済部】 ㉘ ( 32,542 )

26,764
【経済部】 ㉘ ( 27,764 )

新千歳空港国際観光案内所
運営事業

本道の主要な玄関口である新千歳空港において国際観光案内所を運営し、
多言語による情報を提供する。

コンベンション誘致促進事業 道内でのコンベンション開催への支援や主催者等への積極的なプロモーショ
ン活動を実施する。

国際観光新商品開発・販売
促進事業

道内旅行会社の能力を最大限に引き出し、道内の新たな観光資源の発掘、磨
き上げから商品造成・販売等の取組を実施する。

クロスメディア観光プロモー
ション事業

誘致対象市場の特性に応じて、食や多彩なアクティビティなどのコンテンツ
を制作し、情報発信力、訴求力の高いＳＮＳやテレビなどのクロスメディアを活
用した情報発信を行う。

北海道観光成長市場開拓促
進事業

成長が期待される中国や東南アジア諸国等を新たな市場の柱に育てていく
ため、対象市場の熟度・特長に応じたプロモーションを展開する。

北海道MICE誘致促進事業 道外のコンベンション主催者等に対するプロモーションや地域セミナーの開
催など受入環境充実等の取組を実施する。

新千歳空港国際拠点空港化
推進費

新千歳空港の国際拠点空港化を推進する上で必要な24時間運用等に関し、
地域住民の理解と協力を得るため、住宅防音対策事業や地域振興対策事業
などを実施する。

自然公園等整備費（国立公
園満喫ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関連経費）

阿寒国立公園満喫プロジェクト推進のため、施設の老朽更新及び国際化対
応の施設整備を行う。

北海道観光成熟市場誘客促
進事業

台湾、韓国などの成熟市場に対して、特定目的旅行の推進など各種プロモー
ションを展開する。

北海道海外旅行促進事業実
行委員会負担金

道民のアウトバウンドを促進するため、海外旅行フェアの開催や海外での教
育旅行の渡航費用の一部助成などを実施している北海道海外旅行促進事業
実行委員会に対し、経費の一部を負担する。

国際航空ネットワーク形成推
進事業費

国際航空ネットワークの強化によるインバウンドの呼び込みを図るため、国際
航空定期便の誘致、需要開拓及び新千歳空港の機能整備を推進する。

国際航空定期便就航促進事
業費補助金

国際航空ネットワークの強化によるインバウンドの呼び込みを図るため、道内
空港に国際航空定期便を就航させる航空会社に対して、道内空港での発着
に要する経費を補助する。

北海道観光を支える人材の
育成・確保事業

急増する外国人観光客への対応などを踏まえ、人手不足や人材の定着が課
題となっている宿泊業と貸切バス業の人材育成・確保のための事業を実施
する。

北海道観光欧米市場誘客促
進事業

新たに欧米市場からの誘客を行い、安定的な外国人観光客数の増加を図る
ため、メディア招へいなど戦略的なプロモーション等を実施する。

広域観光推進事業 地域の観光協会や団体が主体的・自発的に連携して取り組む事業に対しアド
バイスやプロモーションを行うなど一環した支援を行い、広域連携や二次交
通整備等の受入体制整備を図る。

地域観光活性化促進事業 地域の観光従事者などが連携して行う地域の特性を生かした観光資源の掘
り起こし・磨き上げによる多様な観光商品づくりの取組に対し、企画段階から
メディアへのＰＲ、旅行会社へのセールスまで一貫した支援を行う。

バリアフリー観光推進事業 ハンディキャップのある方が道内を快適に旅行できるバリアフリー観光を推
進するための指針づくりに向けた調査を行う。

きた北海道広域観光周遊
ルート地域観光創出事業

広域観光周遊ルートとして認定された「日本のてっぺん。きた北海道ルート。」
の観光資源を磨き上げ、新たな観光商品開発を行うとともに、主要交通機関
からの乗継交通の実証実験に取り組み魅力ある観光地を創出する。

地方都市連携誘客促進事業 道東・道北地域への誘客回復を図るため、道外地方中核都市でのプロモー
ションを実施する。

インバウンド等観光交流基盤
整備加速事業費

外国人観光客の利便性の向上や誘客促進を図るため、道立「開拓の村」にお
けるwifi環境の整備及びトイレの洋式化、道立「オホーツク流氷科学セン
ター」で発信する地域の自然・文化を紹介した新たな映像制作等を行う。
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161,777
【経済部】 ㉘ ( 202,210 )

97,405
【経済部】 ㉘ ( 96,333 )

12,720
【経済部】 ㉘ ( 14,100 )

4,697
【経済部】 ㉘ ( 5,546 )

4,104
【経済部】 ㉘ ( 4,100 )

37,732
【経済部】 ㉘ ( 40,101 )

14,000
【経済部】 ㉘ ( 14,000 )

53,116
【経済部】 ㉘ ( 53,197 )

19,387
【経済部】 ㉘ ( 20,235 )

37,364
【経済部】 ㉘ ( 38,717 )

156,180
【経済部】 ㉘ ( 157,602 )

●食の可能性を最大限に発揮した輸出拡大

事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

74,694

◎ 10,114
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 10,980
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

38,600
【農政部】 ㉘ ( 39,735 )

15,000
【水産林務部】 ㉘ ( 27,044 )

進

◎ 10,046
【農政部】 ㉘ ( 0 )

進 戦

50,960
【経済部】 ㉘ ( 53,580 )

進 戦

60,784
【経済部】 ㉘ ( 74,986 )

道産食品・食材ブランド戦略
事業費

現地の嗜好等の情報を蓄積し、現地プロモーションから継続的なビジネスに
繋げる仕組みを構築するために、現地イベントの開催やECサイトの構築など
を行う。

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ道産農水
産物等供給体制構築事業費

東京オリパラでの道産食材の供給につなげるため、JAなどと協議会を設置
し、戦略的なPRを行うとともに、生産者等への調達基準の普及啓発や過去の
大会での食材調達状況などの調査を行う。

新規市場食需要開拓推進事
業

イスラム圏市場の開拓や、機能性食品、スイーツについて、安定的・継続的な
取引に向けた商流の構築を目指す。

道産農畜産物輸出拡大戦略
プロモート事業費

重点品目ごとの特性に応じた戦略的なプロモーションを実施するとともに、
輸出品目を広げるために、ＬＣＣ・鮮度維持技術の活用や輸出先国のニーズを
逃がさない通年輸出スキームを構築する。

道産水産物販路拡大推進事
業費

ブリ・サバ・イワシ・秋サケ・鮮魚などについて輸出先国のターゲットを絞り、戦
略的なプロモーション、商談会を実施する。

北海道さっぽろ「食と観光」
情報館運営費

道が高い競争力を持つ「食」と「観光」の分野において、その魅力をアピール
する総合情報拠点として、札幌市との連携のもと「北海道さっぽろ『食と観
光』情報館」を運営する。

北海道観光誘致推進事業費 観光事業の健全な発展を通じた本道観光の振興を図るため、（公社）北海道
観光振興機構が実施する事業に対して支援を行う。

北海道食の輸出拡大戦略ネ
クスト・ステップ事業

北海道食の輸出拡大戦略に基づき、現状や課題（隘路）を踏まえ、「新たな市
場への展開」、「商流・物流網の整備」、「輸出支援体制の確立」の３つの展開
方向に沿って輸出拡大に向けた取組を加速する。

食産業競争力強化促進事業 企業と一次産業の連携促進による食関連産業の競争力強化に向け、連携
ニーズの開拓やマッチング、フォローアップを行い、成功事例の創出を図る。

道産食品輸出拡大に向けた
小口貨物混載輸送検討事業

地域商社を目指す企業や海外へ店舗展開している企業と連携し、既存の輸
出ルートなどを活用した小口貨物の混載輸送を実施し、課題等の検証を行
う。

閑散期誘客拡大事業 観光需要が低迷する閑散期の需要の拡大を図り、通年化を促進するため、道
内観光事業者と一体となったキャンペーンを展開する。

首都圏ﾏｽｺﾐ・ﾒﾃﾞｨｱ等を活用
した情報発信強化事業

首都圏を中心としたマスコミ、メディア、旅行会社やＷＥＢ媒体などの発信力
と拡散力を活用した効果的な情報発信の強化を図る。

体験型観光持続化促進事業 体験型観光のＰＲイベントの開催や旅行商品化に向けた商談会の実施、メディ
アを活用した情報発信などを展開する。

観光商品づくり開発コンペ
事業

大学生等が北海道観光を学ぶ機会として北海道観光に係る企画コンペを実
施し、優秀作品の商品化・事業化を図る。

北海道教育旅行活性化事業 本道の特徴的な文化、歴史、自然に関する教育旅行学習素材プログラムに
ついて、道外へのＰＲやプロモーションの強化を図り、道内への教育旅行の誘
致を促進する。

北海道周遊大動脈形成実証
事業

個人の道外客、外国人観光客などをターゲットに道央から道東の主要観光地
を巡る基幹となるツアーバス運行の実証実験を行い、観光地を周遊するた
めの二次交通の整備、充実を図る。

どさんこ旅サロンの運営・利
用促進事業

今後増加が予想される海外や道外からの観光客に対し、北海道の魅力をア
ピールする情報発信拠点として、札幌市と連携して東京・有楽町に設置した
「どさんこ旅サロン」を運営する。

ホスピタリティ向上事業 道内観光地の「おもてなし力」の点検・評価方法をマニュアル化し、広く道内
観光事業者に普及することにより、ホスピタリティの向上を図る。

地域連携等による道外誘客
促進事業

北海道新幹線や道内地方空港の活用による道外からの誘客拡大と道内全域
への誘客を促進するため、地域団体との連携による一般消費者向け国内プ
ロモーションを実施する。



- 28 -

進 戦

11,003
【経済部】 ㉘ ( 11,099 )

進 戦

39,311
【経済部】 ㉘ ( 47,657 )

進 戦

29,649
【経済部】 ㉘ ( 32,189 )

進 戦

27,503
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 31,074 )

進

◎ 16,586
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 0 )

進

17,000
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 17,000 )

創

◎ ※ 499,327
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 3,870
【経済部】 ㉘ ( 0 )

7,185
【経済部】 ㉘ ( 7,857 )

8,990
【農政部】 ㉘ ( 10,577 )

16,510
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 16,510 )

30,000
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 28,395 )

25,874
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 25,874 )

●世界を目指し 未来を担う人づくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 20,814
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

25,308
【教育庁】

進

◎ 6,219
【教育庁】 ㉘ ( 0 )

進

2,125
【教育庁】 ㉘ ( 8,861 )

◎ 2,307
【教育庁】 ㉘ ( 0 )

○ 4,251
【教育庁】 ㉘ ( 3,589 )

北海道未来人財応援事業費 若者の海外留学やスポーツ指導者、芸術家、食・ものづくり分野における未来
の匠を目指す海外への挑戦を、官民で設置した「ほっかいどう未来チャレン
ジ基金」等により支援する。

グローバル人材の育成推進
事業費

本道におけるグローバル化の推進と活力ある北海道の創造に資するため、
児童生徒の英語力の向上や国際理解教育の充実・活性化を図る。

Ｕ-18未来フォーラム開催事
業費

道内高校生と海外の高校生等との意見交換を行う場「U-18未来フォーラム」
をICTを活用し開催する。

海外アンテナショップ活用に
よる道産食品販路拡大事業

海外アンテナショップの活用によるテスト販売の充実とともに、現地ＰＲイベ
ントの実施により、道産食品の輸出拡大を支援する。

北海道立工業技術センター
機能強化事業

食の輸出拡大に向け、函館地域の中核的産業支援機関である道立工業技術
センターの施設整備や製品開発等に資する機器を導入するとともに、ブラン
ディングの強化を図る取組支援を行う。

道産農水産物の「ブランド
化」推進事業費

道産農水産物の輸出拡大を図るため、ホクレン及びぎょれんと連携し、積極
的なプロモーション活動を展開し、道産農水産物のブランド化を推進する。

高等学校英語力向上事業費 学校外（職場など）における英語活用体験などを通じた英語学習の意欲向上
や授業改善等を実施する。

経済交流拡大推進事業 米国ハワイ州やベトナムとの更なる交流深化を図るため、北海道の食や文
化など北海道の魅力を発信するフェア等を開催する。

HOKKAIDOブランド海外展開
促進事業

ASEAN等を対象としたブランドストーリーの検討や商談会の実施、各種メディ
アを活用した情報発信を行い、新たなHOKKAIDOブランドの発掘・発信の取組
を推進する。

ロシア極東地域ビジネス展
開支援事業

アドバイザー設置による有望商品の発掘、フェアや商談会での市民・バイ
ヤーの反応を踏まえた商品の選別、プロモーション等の実施により、進出意
欲のある道内中小企業のロシアビジネスを支援する。

サハリン事務所維持運営費 「北海道サハリン事務所」の運営を通じて、各種交流事業の仲介や、関係機関
との連絡調整を行う。

帰国・外国人児童生徒等教
育推進事業費

日本語能力の判定測定方法の実施や、日本語指導について学校へ指導・助
言を行うなど、帰国・外国人児童生徒等に対する、きめ細かな指導支援体制
を整備する。

英語力向上支援事業費 中学生の英語力向上のため、地域の力を活用した英会話の取組や独自の検
定試験の開発を図る。

新幹線開業効果に係る外国人旅
行者等向け地域の食の魅力発信
事業

外国人観光客を対象に地域の食をはじめとする特産品の魅力を発信するた
め、地域の店舗や生産者などを対象としたマーケティング講座や個別相談
会を開催する。

北海道ＡＳＥＡＮ事務所運営
事業費

「北海道ＡＳＥＡＮ事務所」の運営を通じて、市場ニーズの収集・把握から販路
開拓、本道関係イベントの調整など、オール北海道体制により、道内市町村・
企業の活動を支援する。

北海道上海事務所運営事業
費

「北海道上海事務所」の運営を通じて、中国国内でのネットワークづくりを進
め、道内企業のビジネス展開支援、道産品及び北海道観光の海外市場獲得
に向けた現地取組の強化を図る。

地域発海外展開プロジェクト
発掘推進事業費

地域発の海外展開モデルを誘導するため、有望案件のプロジェクトチームを
設置し、地域における市町村の事業展開モデルを構築し、地域における海外
発信力や販路拡大を強化する取組を支援する。

道産スイーツ海外ブランド強
化事業

道内スイーツ製造企業や流通関連企業等を対象とする海外展開勉強会を開
催するとともに、アジアや中東からバイヤーを招聘し商談会等を行う。

道産食品販路拡大推進事業 輸出事務に精通し、商談支援等が可能なアドバイザーを海外と道内に配置す
るなど、輸出に取り組む道内食関連企業を支援する。
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10,406
【教育庁】 ㉘ ( 11,563 )

◎ 10,000
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

○ 62,110
【教育庁】 ㉘ ( 60,900 )

○ 146,290
【教育庁】 ㉘ ( 141,322 )

○ 202,311
【教育庁】 ㉘ ( 189,471 )

○ 6,870
（再掲） 【水産林務部】 ㉘ ( 2,114 )

8,221
【教育庁】 ㉘ ( 8,828 )

8,463
【教育庁】 ㉘ ( 16,350 )

11,500
【教育庁】 ㉘ ( 12,716 )

1,439,487
【教育庁】 ㉘ ( 1,420,161 )

7,978,822
【総務部】 ㉘ ( 7,762,869 )

710,024
【総務部】 ㉘ ( 725,790 )

39,699
【総務部】 ㉘ ( 39,936 )

6,339
【教育庁】 ㉘ ( 8,151 )

23,629
【教育庁】 ㉘ ( 27,559 )

45,000
【環境生活部】 ㉘ ( 35,000 )

30,000
【環境生活部】 ㉘ ( 30,000 )

34,555
【環境生活部】 ㉘ ( 31,146 )

65,031
【環境生活部】 ㉘ ( 63,191 )

116,091
【環境生活部】 ㉘ ( 74,393 )

学力・体力向上総合推進事
業費

本道の児童生徒の学力・体力向上のため、学校全体の組織的な検証改善サ
イクルの確立や授業改善、子ども向け運動プログラムの作成、望ましい生活
習慣の確立に向けた取組などを実施する。

学校・家庭・地域連携協力推
進事業費

学校・家庭・地域が連携・協働し、学びによるまちづくりや地域人材育成、放課
後子供教室、子ども未来塾、土曜日の教育支援活動、家庭教育支援等の取組
を通じて、社会全体の教育力の向上や地域の活性化を図る。

いじめ等対策総合推進事業
費

いじめや不登校等の未然防止や、早期発見・早期解決を図るため、スクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用等を行う。

地域タレント発掘・育成コン
ソーシアム事業費

選手の発掘・育成を目的とした新たな競技会や測定会の開催、海外ｺｰﾁの招
聘や海外ｷｬﾝﾌﾟの実施など競技者育成に関わる関係団体間の連携による発
掘・育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発などの取組を通じて、本道の競技力向上を図る。

スポーツ王国北海道事業費 スポーツの裾野の拡大や、冬季の国際大会で活躍できるよう、ジュニア選手
の育成・強化などに取り組む。

スポーツ競技力向上推進費
補助金

ジュニア選手等の育成強化を図るため、（公財）北海道体育協会が実施する
選手強化事業等に対し補助する。

国民体育大会派遣費補助金 （公財）北海道体育協会が行う、国民体育大会への北海道選手団派遣事業に
対し補助する。

コミュティ・スクール導入等
促進事業費

地域住民や保護者等が学校運営に積極的に参画するコミュニティ・スクール
の制度や導入の成果を周知し、普及啓発を図る。

子ども相談支援センター事
業費

「子ども相談支援センター」を設置運営し、いじめや不登校・体罰などについ
て子どもや保護者から直接相談を受け問題解決につなげる支援を行う。

女性アスリート育成・支援プ
ロジェクト事業費

2019年のラグビーＷ杯札幌開催に向け気運を高めるとともに、本道の女性ア
スリートの競技力の向上を図るため、国内外の女子ラグビーチームによる国
際交流大会の開催や指導者セミナーなどを実施する。

私立高等学校等就学支援事
業費

家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打
ち込める社会をつくるため、私立高校生等のいる世帯に対して一定額を助
成する。

私立高等学校等授業料軽減
補助金

経済的理由により修学困難な生徒の教育機会の確保と保護者の負担の軽減
を通じて、私学教育の振興を図るため、学校法人が行う授業料軽減事業に対
して助成を行う。

私立専門学校生への経済的
支援等事業費

授業料の負担軽減等を通じて、意欲と能力のある専門学校生が安心して学
べるよう、専門学校生及び学校法人に対して助成する。

高等学校学力向上実践事業
費

学力評価テスト等の実施による生徒の学力把握や学習指導のあり方等につ
いて研究などを実施する。

高校生等奨学給付金事業費 授業料以外の教育費負担軽減を図るため、生活保護受給世帯及び市町村民
税の所得割額が非課税の世帯に対し、教科書費、教材費、学用品費等を給付
する。

世界で活躍する人財育成事
業費

オールイングリッシュの環境で外国人と過ごして英語を学ぶイングリッシュ
キャンプなどを実施し、児童生徒の英語能力の向上を図る。

北海道パラアスリート発掘プ
ロジェクト

2020東京ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ大会に向けて、選手発掘やﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸｽﾎﾟｰﾂ体験会を開
催するなど、多くの選手の大会出場を目指すともに、障がいのある方が地域
においてｽﾎﾟｰﾂに親しむ環境を整備する。

ほっかいどうＩＣＴ活用教育加
速化事業費

人口減少による小規模校の増加に対応するため、ＩＣＴを活用した遠隔授業の
実施により、教育水準の維持を図る。

特別支援教育総合推進事業
費

各学校における発達障がいを含む障害のある幼児児童生徒に対する適切な
教育的支援のための体制整備を推進する。

木育推進事業費 森林・木材とふれあう機会や場の提供などに取り組む木育マイスターを育成
するとともに、子育て世代の親子などを対象とした林業体験や木工教室な
どの木育活動を支援する。
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●ライフステージに応じた少子化対策の強化
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

1,838,383

進

○ 69,718
【保健福祉部】 ㉘ ( 46,417 )

進

387,049
【保健福祉部】 ㉘ ( 410,909 )

◎ 5,000
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

進

53,194
【保健福祉部】 ㉘ ( 53,034 )

◎ 195
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

【保健福祉部】

進

◎ 644,125
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

○ 362,136
【保健福祉部】 ㉘ ( 279,118 )

◎ 534
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 3,313
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

74,171
【保健福祉部】 ㉘ ( 55,271 )

進

○ 13,534
【保健福祉部】 ㉘ ( 6,767 )

○ 13,050
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

○ 212,364
【保健福祉部】 ㉘ ( 24,285 )

進

199,718
（一部再掲） 【保健福祉部】 ㉘ ( 181,782 )

○ 6,870
（再掲） 【水産林務部】 ㉘ ( 2,114 )

501,484
【保健福祉部】 ㉘ ( 501,484 )

165,112
【保健福祉部】 ㉘ ( 141,717 )

12,766
【保健福祉部】 ㉘ ( 7,238 )

周産期医療対策支援事業費 へき地の産科医療機関や地域周産期母子医療センター等に対する運営費等
の支援を行う。

保育人材確保事業費 放課後児童クラブに従事する職員に受講が必要となる放課後児童支援員認
定資格研修や小規模保育施設、事業所内保育等での従事に必要な子育て支
援員認定研修を実施する。

児童虐待防止対策等推進事
業費（拡充分）

急増する児童虐待問題に対応するとともに、児童福祉法改正に対応するた
め、市町村関係職員等の専門性の向上を図るための研修の充実と、児童相
談所への弁護士配置を行い、児童相談体制の強化を図る。

岩見沢児童相談所増築等工
事

全道の児童相談所のうち、老朽化が著しい岩見沢児童相談所の増改築を行
う。

周産期医療システム整備事
業費

地域における周産期の高度専門医療を担う総合周産期母子医療センターや
地域周産期母子医療センター等に対する運営費などへの支援を行う。

ひとり親家庭実態調査事業
費

ひとり親家庭の生活状況やニーズを把握し、今後の施策に活用するため、実
態調査を実施する。

児童扶養手当支給費（拡充
分）

ひとり親世帯等に給付する児童扶養手当の第２子以降加算額を所得に応じ
て増額する。

子どもの居場所づくり推進
事業費

様々な困難や課題を抱える子どもたちが地域とのつながりを持つことがで
き、食事提供などを行う居場所づくりを促進する。

木育推進事業費 森林・木材とふれあう機会や場の提供などに取り組む木育マイスターを育成
するとともに、子育て世代の親子などを対象とした林業体験や木工教室な
どの木育活動を支援する。

地域少子化対策強化事業費 安心して子どもを生み育てることのできる環境づくりのため、市町村、企業
等と連携し、結婚、妊娠・出産、子育ての「切れ目のない支援」やそれを支え
る地域の環境づくりを推進する。

多子世帯の保育料軽減支援
事業費

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、一定の所得の世帯における第２
子以降（３歳未満）の保育料を無償化する市町村を支援する。

子どものための教育・保育給
付費負担金事業（拡充分）

特定教育・保育施設等の利用者負担について、市町村民税非課税世帯の第２
子無償化、年収360万円未満相当世帯の負担軽減の拡充など、幼児教育の段
階的無償化を推進する。

潜在保育士再就職支援事業
費

保育士を安定的に確保するとともに、その専門性を向上させるため、「保育
士・保育所支援センター」を開設し、潜在保育士再就職支援研修を行う。

妊産婦安心出産支援事業費 地元に分娩可能な産科医療機関がない妊産婦に対して、健診時の交通費等
や出産準備時の宿泊費等を助成し、健診・出産の際の経済的負担を軽減す
る。

新生児聴覚検査体制整備事
業費

聴覚障害の早期発見・早期療育が図られるよう、新生児聴覚検査に係る研修
会及び普及啓発を実施する。

地域子育て支援センター運
営事業（病児保育支援）

ファミリーサポートセンターにおける病児等の子どもの預かりを促進するため、国の補助対象とな
らない小規模なセンターの運営費等に対し助成する。（地域づくり総合交付金）

地域少子化対策強化事業費 結婚サポートセンターの設置運営、地域の結婚支援協議会の支援、企業と連
携した結婚、妊娠・出産、子育ての「切れ目のない支援」やこれを支える地域
の環境づくりを推進する。

特定不妊治療費助成事業費 第２子以降の特定不妊治療及び男性不妊治療に要する費用について、国の
支援に加えて助成するとともに、不妊治療の専門家や経験者等による相談
(ピアサポート）・講演会等を実施する。

不育症治療費助成事業費 妊娠・出産を望む方を支援するため、流産や死産を２回以上繰り返す不育症
について、その原因特定のための検査及び治療に要する費用を助成する。

子どもの未来輝く☆パッ
ケージ

結婚、妊娠・出産、子育て、自立の各ライフステージに応じた切れ目のない施
策を強化、一体的に展開し、少子化対策の一層の加速化を図る。
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9,288
【保健福祉部】 ㉘ ( 11,265 )

3,867,132
【保健福祉部】 ㉘ ( 3,786,171 )

4,168,255
【保健福祉部】 ㉘ ( 5,237,977 )

114,000
（一部再掲） 【保健福祉部】 ㉘ ( 110,658 )

●北海道150年～財産の継承と新たな価値づくり～
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

○ 19,505
【総合政策部】 （＊ 16,000 )

進

◎ 10,000
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 5,353
【総務部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 9,851
【教育庁】 ㉘ ( 0 )

414,140
（再掲）

進

◎ 42,236
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

319,314
【環境生活部】 ㉘ ( 317,780 )

39,544
【環境生活部】 ㉘ ( 40,052 )

13,046
【教育庁】 ㉘ ( 14,993 )

創

◎ ※ 224,000
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

創

◎ ※ 74,535
（再掲） 【教育庁】 ㉘ ( 0 )

23,920
【総務部】 ㉘ ( 46,520 )

民族共生象徴空間リンケー
ジ事業費

アイヌ文化復興等のナショナルセンターとして国が整備している「民族共生
象徴空間」の2020年一般公開に向け、道内や東京、ハワイ州及び台湾におい
て来場目標者数100万人を目指したプロモーションを行う。

アイヌ文化振興・研究推進機
構事業費補助金

アイヌ文化振興法に基づき国の指定を受け、アイヌ文化の保存･伝承に関す
る普及啓発等を行う（公財）アイヌ文化振興･研究推進機構の事業に要する
経費を補助する。

アイヌ協会活動促進費 アイヌの人たちの民族としての誇りが尊重される社会の実現を目指し、（公
社）北海道アイヌ協会が行う東京オリ・パラ開会式等におけるアイヌ文化の発
信に関する事業などの各種事業に要する経費を補助する。

保育緊急確保事業費 認可外保育施設から認可保育所への移行の支援や住民等の保育周辺業務
への活用による保育士の負担軽減の促進を行う。

赤れんが庁舎改修事業費 重要文化財としての価値を損なわない範囲で、地震時の安全性確保や利便
性向上に向けた修復及び改修に向け、基本設計書を作成する。

アイヌ文化財保存対策費 アイヌ文化財の調査、記録、保存、活用、伝承活動の支援や理解を促進する取
組を実施する。

北海道１５０年事業費 北海道150年事業基本方針に基づく具体的な事業計画の策定や、気運醸成
を図るためのキックオフイベントなど民間企業と連携してPRに取り組むとと
もに、様々な主体が実施する「北海道みらい事業」を支援する。(＊ 「北海道
みらい事業」の支援については地域づくり総合交付金を活用。上記の外数。）

北海道のイメージアップ推
進事業

北海道150年を契機に、若年層や海外への発信力を高めるため、インター
ネットを積極的に活用し、戦略的道政広報の展開を図る。

北海道史編集費 北海道150年を迎える平成30年度から、新北海道史の後継史（現代史）を編
さんするため、外部有識者からの意見聴取を行い、編さん方針及び刊行計画
を作成する。

歴史文化施設におけるインバウ
ンド交流施設整備事業費

本道が有する観光資源である道立「開拓の村」について、小川家酪農畜舎の
改修や馬車鉄道の延伸、多言語解説の充実などを行い、訪日外国人の関心
が高い「歴史的まちなみ」を再整備する。

道立美術館活性化事業 道立「三岸好太郎美術館」について、展示スペースの拡大、照明機能の改修
等の展示機能強化を図るとともに、「アートギャラリ－北海道」の策定、北海
道150年関連事業の企画、プレイベントなどを実施する。

世界へ向けたアイヌ文化発信・象
徴空間開設に向けた機運醸成

民族共生象徴空間の整備を契機としたアイヌ文化復興の機運を高め、国内
外へのアイヌ文化発信等を加速するため、「民族共生象徴空間交流促進官民
応援ネットワーク」の運営や様々な機会を捉えた発信事業等を行う。

ふるさと映像資料等活用促
進事業費

北海道150年事業などでの活用により、貴重な資料を次代へ継承するため、
道立図書館が所蔵する北海道の歴史や文化を記録した映像のデジタル化を
行う。

地域子ども・子育て支援事業
費

「市町村子ども・子育て支援計画」に基づき、子育て家庭等を対象として実施
する地域子ども・子育て支援事業を支援し、新制度の円滑な実施を図る。

子育て支援対策事業費 認定こども園整備等に要する費用に対して助成するとともに、保育人材確保
のための保育士等資格取得支援を行う。

児童虐待防止対策等推進事
業費

複雑・多様化する児童虐待の未然防止や早期発見、早期対応を図るため、児
童虐待防止施策等の推進に係る体制整備及び関連事業に取り組む。
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●攻めの農林水産業の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

92,506

◎ 19,070
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

○ 7,106
【農政部】 ㉘ ( 4,988 )

14,543
【農政部】 ㉘ ( 17,400 )

4,474
【農政部】 ㉘ ( 76,200 )

26,226
【水産林務部】 ㉘ ( 33,778 )

5,169
【農政部】 ㉘ ( 5,500 )

15,918
【環境生活部】 ㉘ ( 19,753 )

進 創

13,182
【水産林務部】 ㉘ ( 64,527 )

創

◎ ※ 299,512
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 1,396
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 10,000
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 5,221
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 1,000
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 1,086
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ 2,000
【農政部】 ㉘ ( 0 )

◎ ※ 86,000
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

◎ 74,000
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

◎ 16,959
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

◎ 1,969
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

地域農業と企業との連携サ
ポート推進事業費

農業経営の体質強化を図るため、農業者と企業との連携を官民でサポート
する体制を整備するとともに、道内展開を目指す企業の掘り起こしやマッチ
ング支援を行う。

農林漁業の新たな担い手確
保モデル事業費

新卒者や転職希望者などに対する道内外でのPR及び道内普通高校への出
前講座を行うなどの情報発信や農林水産業が連携した就業・暮らし体験を実
施し、新たな担い手となりうる人材を確保する。

漁業研修所実習船建造事業
費

漁業研修所において漁労技術習得の実習で用いる実習船を建造する。

秋サケ資源回復緊急対策事
業費

秋サケ資源の回復を図るため、増殖事業団体が実施する健苗性の高い種苗
生産体制整備を支援する。

コンブ生産・消費拡大推進事
業費

コンブの生産回復に向けた取組を効果的・効率的に行うための漁場マップを
作成するほか、消費拡大の取組に対して支援する。

農業経営における障がい者
雇用推進事業費

労働力不足の解消手段の一つとして、農業経営における障がい者雇用の推
進を図るため、福祉事業者との意見交換会の開催など、障がいのある方の
雇用に関する知識や理解を深めていくための取組等を支援する。

産業用ヘンプ栽培確立事業
費

栽培技術確立のための試験栽培の実施や道内に適した品種選定に向けた取
組等を実施し、道内での栽培確立のための取組を推進する。

北海道水産種苗熊石セン
ター改修事業

北海道水産種苗センターの改修を実施し、ナマコ等の種苗生産を安定・増大
させ、ナマコ養殖の事業化など、増養殖を加えた新たな生産体制の定着促
進によって漁業生産を増大させる。

青年新規就農者確保対策事
業費

高校生や大学生等の若者を青年新規就農者として確保・定着させていくた
め、若者の就農意欲喚起に向けた取組を新たに展開するほか、地域における
就農促進に向けた取組を支援する。

次代を担う女性農業者の活
躍サポート事業費

女性農業者の経営・社会参画を推進するため、若い世代の女性農業者のネッ
トワーク強化やグループ活動の活性化等の取組を行うとともに、女性が活躍
するための環境づくりに向けた検討・働きかけを行う。

道産ＣＬＴ利用促進事業費 本道のカラマツやトドマツの新たな需要先として期待されるCLTについて、木
材需要の創出に向けた技術の普及や、生産・加工体制の整備に向けた取組を
実施する。

農業大学校施設設備整備費 農業大学校において、女性がひとりでも多く滞在可能となる研修生宿泊施
設（女子寮）を整備することにより、本道農業の担い手確保や女性の社会進
出を促進する。

醸造用ぶどう生産拡大総合
サポート事業費

醸造用ぶどうの苗木不足や地域・生産者間における単収格差などの課題解
決に向け、苗木確保や栽培技術の向上などの取組を関係機関と連携しなが
ら総合的にサポートし、醸造用ぶどうの生産拡大・品質向上を図る。

米政策改革対応水稲品種開
発加速化事業費

稲作の低コスト省力化生産技術の推進のため、直播適性を備えた優秀な品
種の開発を加速し、実需者からの多様なニーズに対応した北海道米の安定
供給と生産性の向上を図る。

薬用作物地域生産モデル構
築支援事業費

地域と民間企業が連携した薬用作物の生産モデル構築に対する支援や普及
啓発の取組を実施する。

エゾシカ利活用推進地域モ
デル実証事業費

エゾシカの地域資源としての一層の活用に向け、捕獲・回収から有効活用ま
での一連の流れを地域に定着させるためのモデル事業を実施する。

北海道スマート農業推進事
業費

スマート農業に関する情報の共有・発信のほか、企業間連携などによる技術
課題への対応、人材育成や技術展示、地域の実情に応じた技術体系の確立
支援など、地域の営農システムへの戦略的な技術導入を推進する。

北海道酪農の次世代モデル
推進事業費

人・牛・飼料の持つ潜在力を最大限に発揮し、生産基盤の強化と収益力の向上を図るた
め、移住定住による新規参入者の受入体制の検討や乳牛ベストパフォーマンスの発揮、
ニュージーランドと連携した北海道型の放牧酪農モデルの普及を推進する。

日本海漁業振興緊急対策事
業費

養殖漁業の推進を図るため、各漁協における養殖改良試験及び流通体制整
備を支援し、生産（養殖）から流通までの一貫した新たな生産モデルを構築
する。

次代を創る農林水産業の確
立

地域に所得と雇用を生み出すチャレンジングな農林水産業を確立するため、
北海道の地域特性に応じた「新たなイノベーションの推進」や「新たなブラン
ドの創出」「次代の担い手確保」に取り組む。
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◎ 1,633
【水産林務部】 ㉘ ( 0 )

○ 55,000
【農政部】 ㉘ ( 19,900 )

○ 3,121
【農政部】 ㉘ ( 1,299 )

○ 11,325
【水産林務部】 ㉘ ( 12,737 )

○ 6,870
【水産林務部】 ㉘ ( 2,114 )

7,000
【農政部】 ㉘ ( 8,000 )

42,144,536
【農政部】 ㉘ ( 89,492,964 )

820,871
【農政部】 ㉘ ( 947,777 )

112,000
【農政部】 ㉘ ( 62,000 )

4,532,371
【農政部】 ㉘ ( 8,182,500 )

3,168,898
【農政部】 ㉘ ( 15,130,329 )

2,311,711
【農政部】 ㉘ ( 11,291,314 )

8,839,067
【農政部】 ㉘ ( 8,871,093 )

10,904
【農政部】 ㉘ ( 13,191 )

411,670
【農政部】 ㉘ ( 427,245 )

9,727,434
【水産林務部】 ㉘ ( 9,816,347 )

667,040
【水産林務部】 ㉘ ( 622,160 )

301,161
【水産林務部】 ㉘ ( 884,372 )

63,794
【水産林務部】 ㉘ ( 66,351 )

662,157
【水産林務部】 ㉘ ( 1,119,077 )

次世代木材生産･供給シス
テム構築事業費

木材の供給力の強化や安定供給の確保のための路網整備、間伐などの取組
を一体的に支援する。

優良種苗確保事業費 指定採種源の保護管理や林業用種苗需給調整、林業用種子貯蔵庫の施設整
備・管理を行うとともに、特定母樹採種園整備やコンテナ苗木生産施設の導
入へ支援する。

林業・木材産業構造改革事
業費

木材の利用拡大や安定的・効率的な供給等を図るため、木造公共施設や木
材加工流通施設の整備、高性能林業機械の導入などを総合的に支援する。

森林整備事業（造林・林道） 森林の有する多面的機能を発揮させるための森林整備や林道等林内路網
の整備へ支援する。

未来につなぐ森づくり推進
事業費補助金

公益的機能の発揮に配慮した伐採を促すとともに、伐採後の確実な造林や
伐採跡地等への造林を支援する。

多面的機能支払事業費 農地や水路など、地域資源の適切な保全管理に取り組む地域の共同活動を
支援する。

環境保全型農業総合推進事
業費

地域や関係団体と連携して生産技術の向上や流通・販売の拡大を総合的に
推進し、クリーン農業や有機農業をはじめとした環境保全型農業の取組拡大
を図る。

６次産業化ネットワーク活動
事業費

ネットワークづくりや新商品開発等の取組、加工・販売施設等の整備への支
援、個別相談等を行うサポートセンターを運営する。

産地パワーアップ事業費 国際競争力の強化を図るため、地域の営農戦略に基づく産地の高収益化に
向けた取組を総合的に支援する。

畜産・酪農収益力強化整備
等特別対策事業費

畜産経営の収益力の向上や飼料生産組織の経営高度化、畜産環境問題への
対応など、畜産クラスター計画に基づく地域の中心的な経営体等が行う施
設の整備等を支援する。

強い農業づくり事業費 食料供給力の強化や生産の持続性の確保及び担い手の育成を図るため、地
域における生産・流通システムの整備や中心的経営体等に対する農業用機
械等の導入を総合的に支援する。

北海道産牛肉の販売力強化
対策事業費

輸入牛肉と肉質等で競合する乳用種などの国内価格の低下が懸念されるこ
とから、生産者の所得の維持・拡大を図るため、安定した販売価格と供給先を
確保する消費流通対策を実施する。

農業農村整備事業費 農畜産業の体質強化を図る観点から、担い手の育成・支援、農地の集積・集約
化、農産物の高付加価値化・生産コスト削減など農畜産業の競争力強化や農
村地域の国土強靱化を図るために必要な生産基盤整備を実施する。

農業競争力基盤強化特別対
策事業費

農作業の省力化を図るほ場の大区画化など、農業者が生産コストの低減に資
する生産基盤整備に積極的に取り組めるよう、道と市町村が連携し農家負担
を軽減する。

地域草地基盤強化支援事業
費

良質な自給飼料に立脚した酪農・畜産経営を確立するため、担い手の飼料基
盤の整備促進に向け、道と市町村が連携し農家負担を軽減する。

日本海ニシン栽培漁業定着
事業費

事業化に向けた種苗放流の取組に対する支援を檜山地区で実施するととも
に、放流方法の改良等の取組に対する支援を後志地区において実施する。

木育推進事業費 森林・木材とふれあう機会や場の提供などに取り組む木育マイスターを育成
するとともに、子育て世代の親子などを対象とした林業体験や木工教室な
どの木育活動を支援する。

ナマコ栽培漁業普及指導事
業費

ナマコの資源増大を図るため、海中中間育成技術の開発や技術普及の取組
を推進する。

新北海道らしい食育推進事
業費

道民運動としての食育を推進するために、優れた担い手の表彰や啓発、若い
世代向けのワークショップ等を実施するとともに、喫緊の課題である食べ残
し等の食品ロス対策に向けた調査、啓発等を行う。

地域がうるおう農村ツーリ
ズム展開事業費

農を核とした多様な分野の事業者による地域構想づくりへの支援、都市住民
への効果的な農村情報発信等により、食・滞在・体験等を「地域ぐるみ」で受
け入れる新たなグリーン・ツーリズムを推進する。
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87,782
【水産林務部】 ㉘ ( 87,849 )

4,303
【水産林務部】 ㉘ ( 4,864 )

3,007
【水産林務部】 ㉘ ( 4,355 )

15,562,620
【水産林務部】 ㉘ ( 15,990,851 )

●価値を産み出す企業や人の呼び込み
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 1,943
【経済部】 ㉘ ( 0 )

進 戦

○ 16,694
【経済部】 ㉘ ( 22,374 )

進 創

11,385
【経済部】 ㉘ ( 19,421 )

進 戦

188,935
【経済部】 ㉘ ( 188,935 )

進 戦

7,000
【経済部】 ㉘ ( 7,000 )

進 戦

14,863
【経済部】 ㉘ ( 16,464 )

進 戦

6,593
【経済部】 ㉘ ( 7,059 )

進 戦

8,129
【経済部】 ㉘ ( 8,129 )

進 創

39,896
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 40,000 )

進 創

6,145
【経済部】 ㉘ ( 12,957 )

進 戦

886,504
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 943,421 )

進

4,094
【経済部】 ㉘ ( 7,000 )

◎ 4,875
【経済部】 ㉘ ( 0 )

112,064
【経済部】 ㉘ ( 115,005 )

5,526
【経済部】 ㉘ ( 9,512 )

地域立地展開事業 地域への投資を促すフォーラムの開催や北海道にゆかりのある道外の企業
人を企業誘致サポーターとして活用することにより企業立地を促進する。

北海道求職者就職支援セン
タ－事業費

ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、本道の将来を担う産業や、再就
職の緊急性が高い中高年求職者の就職を促進するため、カウンセリングや
セミナーなどきめ細やかな就職支援サービスを推進する。

北海道就業サポートセン
ター事業費

企業における若年者の人材確保・職場定着やニートの理解・受入促進を図る
ため、各総合振興局・振興局に企業向けの窓口「北海道就業サポートセン
ター」を開設し、専門家と連携しながらアドバイスを実施する。

戦略産業雇用創造プロジェ
クト

自動車関連を主体としたものづくり産業や食関連産業、健康長寿産業分野
における産業振興と一体となった良質で安定的な雇用の創出に取り組む。

航空宇宙産業創出推進費 道内企業の航空宇宙分野への参入促進のため、有識者を加えた会議を開催
し、参入課題に対する具体的な解決策の検討、セミナー及び技術指導等を実
施する。

地産エネルギー利用施設立
地促進事業

本道にデータセンターを誘致するため、冷涼な気候等のＰＲや設置検討企業
のニーズに応じた現地視察会、海外事業者等を訪問し、バックアップ拠点構
想等の推進を図る。

投資先導型グローカルビジ
ネス推進事業

観光関連産業を中心とした海外からの投資を促進するため、北海道ブランド
と一体的に本道の優位性や潜在力等を世界に発信する。

本社機能・オフィス拠点誘致
推進事業

人手不足やリスク分散を理由とした企業の地方拠点拡大の動きや国におけ
る地方への企業拠点強化に呼応して、本社機能や研修施設の企業誘致活動
を展開する。

健康・医療産業立地促進事
業

道内の大学や研究機関との継続的な情報交換により、将来的に企業誘致に
結びつく可能性のある研究シーズを把握するとともに、国内外の医療品、医
療機器メーカー等への情報発信や企業訪問による誘致を行う。

中核的人材育成促進事業 企業が中途採用者に対して実施する中核的人材育成に必要な研修などの
様々な人材育成の取組を支援する。

地域マネジメント推進事業 雇用創出の取組や産業育成のノウハウを有する人材を配置し、関係機関と
の調整を通じて戦略産業雇用創造プロジェクトの効果的かつ円滑な事業展
開を図る。

ものづくり産業企業誘致推
進事業

中京圏で開催される展示・商談会に出展するほか、重点的企業訪問により本
道への立地を加速させるとともに、本道における雇用創出を図る。

水産物供給基盤整備事業費 衛生管理の高度化や水産資源の回復、防災・減災対策、施設の長寿命化など
を図るために必要な漁港・漁場施設の整備を行う。

若年者等人材呼び込み・呼
び戻し事業

道外の若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用した求
人・求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等に参加し、道内企
業の求人情報の提供などの取組を実施する。

若年者安定就業促進事業 本道の戦略産業である食・ものづくり分野への就職を目指し、地域で合同企
業説明会や座学・技能実習を行うとともに、地域の企業の人材確保に向け、
地域の企業情報や生活情報の発信、企業説明会を開催する。

外国人留学生道内就職促進
事業

外国人留学生の道内就職を促進するため、留学生の多い地域において合同
企業説明会等を開催し、留学生と企業のマッチング機会を創出する。

森林整備担い手対策推進費 森林整備担い手対策基金の運用益等を活用して、関係機関との連携により、
林業労働者の安全衛生の確保、技術・技能の向上、福利厚生の充実に資する
事業などを実施する。

クール林業担い手確保対策
事業費

若年層・女性などの新規就業を促進するため、教育機関や林業事業体、市町
村など地域の関係者によるネットワークを構築し、通年雇用化の促進や就業
環境の改善などを支援する。

クリーンラーチ増産推進事
業費

二酸化炭素の吸収能力や成長性に優れ、木材としての利用価値の高い「ク
リーンラーチ」の認知度向上や生産技術の向上に向けた取組を実施する。
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1,795,353
【経済部】 ㉘ ( 1,701,617 )

●地域(ふるさと)産業の「地力」アップ
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 戦

87,432
【経済部】 ㉘ ( 90,621 )

進 戦

8,241
【経済部】 ㉘ ( 8,241 )

進 戦

5,858
【経済部】 ㉘ ( 5,917 )

進 戦

12,442
【経済部】 ㉘ ( 12,377 )

進 戦

6,357
【経済部】 ㉘ ( 6,357 )

進 戦

80,504
【経済部】 ㉘ ( 80,504 )

進 戦

54,182
【経済部】 ㉘ ( 54,182 )

進 戦

75,137
【経済部】 ㉘ ( 75,608 )

進 創

56,304

33,634
【経済部】 ㉘ ( 42,000 )

12,738
【経済部】 ㉘ ( 12,738 )

9,932
【総合政策部】 ㉘ ( 12,276 )

進 創

45,350
【経済部】 ㉘ ( 48,617 )

◎ 26,848
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 40,229
【経済部】 ㉘ ( 0 )

248,542
【経済部】 ㉘ ( 201,421 )

107,318,000
【経済部】 ㉘ ( 126,537,000 )

27,253
【経済部】 ㉘ ( 27,313 )

次世代自動車産業集積促
進・人材育成事業

環境負荷軽減と道内ものづくり産業の振興のため、自動走行の実証試験の
誘致、若年者等への環境配慮型ものづくり産業への理解促進による人材育
成等に取り組む。

高度技術産業集積活性化事
業費

函館地域の中核的試験研究機関である「道立工業技術センター」の管理運
営及び機器整備を行うとともに、これまで蓄積された技術・人材等の産業集
積を活用し、新事業創出を促進する。

中小企業総合振興資金貸付
金

金融機関に原資を預託して、中小企業者に対する融資を促進する。

中小企業競争力強化促進事
業費

道内中小企業の競争力強化を図るため、「北海道産業振興条例（通称）」に基
づき、製品開発や市場開拓等の取組に対し助成を行う。

プロフェッショナル人材セン
ター運営事業

中小企業の競争力強化を促進するﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材を道外から誘致し企業へ
橋渡しを行うとともに、中小企業等を対象に経営改善への意欲を喚起するｾﾐ
ﾅｰ開催などを実施するため、ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材ｾﾝﾀｰを運営する。

北海道小規模企業支援ファンド
投資事業有限責任組合（仮称）
に対する出資金

地域経済・雇用を支える小規模企業の事業活動継続を図るために設立する
官民連携の資金供給ファンドへ出資する。

小規模企業持続的発展支援
事業

地域の金融機関店舗等へ経営相談窓口を設置し、経営相談に取り組むとと
もに、専門家による経営者・従業員の個別研修の実施や地域の取組への支援
を行う。

事業承継サポートネットワー
ク形成事業

市町村や商工団体、金融機関などの関係団体が連携し、事業承継サポート
ネットワークを構築するなど事業承継問題に対する地域の支援体制を整備
する。

北海道創生プラットフォーム
形成事業

市町村が求める人材と地方創生の推進を担う専門人材をマッチングする仕
組みを構築する。

食品製造業のマーケティン
グ力強化事業

地域の上質な商品を発掘・ブランド化し、ターゲット市場に受け入れられるよ
うな磨き上げから販路拡大までの段階的な支援などを実施する。

食品製造業の人材育成事業 地域資源を有効活用した食品開発・販売に取り組むマーケティング人材の育
成を道内各地で実施するほか、ワイン造りに携わる方に、醸造やマーケティ
ング手法等を習得する機会を設ける。

-地域しごと創生-中小・小規
模企業の元気づくり

経営改善、円滑な事業承継、人材育成や市町村が求める人材と地方創生の
推進を担う専門人材をマッチングする仕組みの構築など、多様な関係者によ
るサポート体制を構築し、地域のしごと創生を推進する。

業界間連携による自動車・食関
連機械分野の製品開発モデル事
業

域内需要の開拓を図るため、業界団体相互の企業見学等による連携づくり
とともに、生産現場の課題等をものづくり企業の技術力により解決する機械
など異業種の連携による製品開発のモデルづくりに取り組む。

ものづくり産業販路拡大事
業

道外企業とのマッチングや、商談に向けた情報提供などを実施し、ものづくり
企業の道外への販路拡大を促進する。

機能性食品・素材ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ
強化ﾊﾟｯｹｰｼﾞ事業

全国の自治体に先駆けて北海道が導入した北海道食品機能性表示制度(愛
称:ヘルシーDo（ﾄﾞｩ))などを活用し、科学的根拠に基づく付加価値の高い機
能性食品・素材の開発促進・支援や販路拡大等の取組を実施する。

参入促進支援事業 地域産業支援機関による技術力の底上げや「参入支援チーム」による個別
集中支援、技術の高度化研修、道外発注ニーズの把握などにより、自動車・食
関連機械分野への参入を促進する。

自動車関連分野販路拡大事
業

東北自動車生産拠点との新たなサプライチェーンの構築を目指し、東北各
県と連携した参入交流会や展示商談会の開催などを実施し、自動車関連分
野の販路拡大を図る。

食関連機械分野販路拡大事
業

道内外の食関連産業とものづくり産業とのマッチングや、道外展示会におけ
る道内企業の技術力等のアピールなどにより、食関連機械分野の販路拡大
を図る。

企業立地促進費補助金 自動車関連など成長発展が期待される産業などに係る工場等の新増設や本
社機能の移転に対して支援する。
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20,702
【経済部】 ㉘ ( 20,702 )

232,413
【経済部】 ㉘ ( 232,425 )

10,000
【建設部】 ㉘ ( 10,000 )

●次世代を担う成長産業の創造
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 10,000
【環境生活部・経済部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 11,847
【経済部】 ㉘ ( 0 )

進 創

6,256
【経済部】 ㉘ ( 10,000 )

進 戦

8,129
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 8,129 )

進 戦

8,055
【経済部】 ㉘ ( 8,065 )

進

4,094
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 7,000 )

◎ 1,199,345
【経済部】

400,000
【経済部】 ㉘ ( 0 )

160,000
【環境生活部・経済部】 ㉘ ( 0 )

30,000
【経済部】 ㉘ ( 0 )

10,957
【経済部】 ㉘ ( 0 )

598,388
（一部再掲） 【建設部等】 ㉘ ( 0 )

◎ 8,481
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

◎ 31,489
【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 9,000
【建設部】 ㉘ ( 0 )

○ 4,746
【環境生活部】 ㉘ ( 10,986 )

燃料電池車（ＦＣＶ）導入費 道が率先して燃料電池車（ＦＣＶ）を導入し、水素ステーション整備との相乗効
果により水素の利活用拡大と水素サプライチェーンの構築を推進する。

地域主体の新エネ導入支援
事業

エネルギーと経済・雇用の地域循環に資する設備の導入に対し支援するとと
もに、燃料電池車（ＦＣＶ）の広域的な普及促進効果を検証するなど、民間事
業者が設置する水素ステーションの整備（モデル事業）に対し支援する。

新エネルギー導入加速化推
進事業

地域の新エネルギーの導入を加速するため、事業の掘り起こしから事業･収
支計画策定、事業実施まで、総合的なコーディネート等を行う。

新エネルギー導入加速化事
業

道営電気事業の収益金を原資として、新たに「新エネルギー導入加速化基
金」を設置し、地域の多様なニーズに対応した総合的支援を展開し、新エネ
ルギーの導入加速化を図る。

エネルギー地産地消事業化
モデル支援事業

エネルギー自給・地域循環の取組を促進するため、地域におけるエネルギー
の地産地消のモデルとなる事業に対し支援する。

地域資源活用基盤整備支援
事業

固定価格買取制度を活用する取組に対し、送電線等を導入する事業に要す
る費用を支援し、地域に賦存するエネルギーを最大限活用した体制を構築す
る。

航空宇宙産業創出推進費 道内企業の航空宇宙分野への参入促進のため、有識者を加えた会議を開催
し、参入課題に対する具体的な解決策の検討、セミナー及び技術指導等を実
施する。

水素社会推進事業費 水素社会の実現・サプライチェーン構築に向け、燃料電池車の展示・試乗会な
ど普及啓発キャンペーンを実施するとともに、道央圏において、市町村等と
の連携による燃料電池車の普及検討を実施する。

地域新エネルギー導入調査
総合支援事業

新エネルギー導入に係る可能性調査等を支援し、地域主導による新エネル
ギーの導入を加速化する。

ダム小水力発電施設導入検
討事業費

当別ダムにおいて、立地条件や発電規模、経済性の詳細調査及び既設設備
への影響確認など、小水力発電施設の導入に向けた調査・検討を行う。

地域創生人材育成事業費 「観光」、「食品」、「ものづくり」、「建設」、「自動車整備」の分野における人手
不足の現状に対応し、地域のニーズに基づく人材確保・育成を図る。

建設業担い手対策推進事業
費

建設産業ふれあい展や魅力発信セミナー、女性活躍セミナー、建設施設バ
スツアーによる普及啓発活動を実施するとともに、入職促進や定着促進のた
めの事業経費の一部を補助する。

健康・医療産業立地促進事
業

道内の大学や研究機関との継続的な情報交換により、将来的に企業誘致に
結びつく可能性のある研究シーズを把握するとともに、国内外の医療品、医
療機器メーカー等への情報発信や企業訪問による誘致を行う。

「健康・医療」関連分野参入
促進事業

参入意欲の喚起や発注ニーズ等を紹介するセミナー、医療機器メーカー等
の工場見学会、道外展示会への出展などより、健康長寿分野への道内ものづ
くり企業の参入を図る。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ誘導型水素関連産
業創出・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築促進
事業費

水素社会の実現に向け、水素サプライチェーンの展開や関連産業の創出を
図るため、貯蔵・流通拠点の構築や地域における水素利活用を促進する大規
模実証の誘導を推進する。

健康づくり・ヘルスケアサー
ビス導入基盤構築促進事業

本道におけるヘルスケアサービスの振興に向け、地域別健康リスクの分析や
現役世代向けのヘルスケアサービスの需給実態調査を行う。

地域連携型ヘルスケアビジ
ネス創出事業

地域の民間事業者を対象にセミナーや研修等を行い、ヘルスケアサービス
事業へのビジネス参入を促進する。

商店街振興対策費補助金 北海道商店街振興組合連合会が行う傘下の商店街振興組合への指導事業、
研修会等を支援する。

道有施設の新エネ導入・省エネ
加速化事業(道の率先導入)

道有施設における新エネルギー導入等のさらなる加速化を図る。
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○ 107,517
【経済部】 ㉘ ( 53,973 )

○ 40,669
【経済部】 ㉘ ( 29,455 )

12,710
【経済部】 ㉘ ( 12,714 )

59,622
【経済部】 ㉘ ( 59,672 )

10,754
【経済部】 ㉘ ( 11,412 )

13,042
【経済部】 ㉘ ( 13,042 )

10,550
【経済部】 ㉘ ( 10,374 )

30,597
【経済部】 ㉘ ( 30,631 )

942
【環境生活部】 ㉘ ( 1,056 )

957,260
【環境生活部】 ㉘ ( 935,038 )

7,000
【農政部】 ㉘ ( 15,000 )

●女性・若者の力が発揮できる環境づくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 4,579
【経済部】 ㉘ ( 0 )

進 創

101,485

12,193
【経済部】 ㉘ ( 16,479 )

11,385
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 19,421 )

27,907
【経済部】 ㉘ ( 38,178 )

50,000
【経済部】 ㉘ ( 20,546 )

◎ 1,000
（再掲） 【農政部】 ㉘ ( 0 )

創

◎ ※ 299,512
（再掲） 【農政部】 ㉘ ( 0 )

ほっかいどう働き方改革支
援センター運営等事業費

企業の就業環境の改善など包括的な支援をワンストップで行う拠点として
「ほっかいどう働き方改革支援センター」を運営するとともに、人手不足の業
界団体と連携して改革モデルプランを作成するなどの取組を行う。

次代を担う女性農業者の活
躍サポート事業費

女性農業者の経営・社会参画を推進するため、若い世代の女性農業者のネッ
トワーク強化やグループ活動の活性化等の取組を行うとともに、女性が活躍
するための環境づくりに向けた検討・働きかけを行う。

農業大学校施設設備整備費 農業大学校において、女性がひとりでも多く滞在可能となる研修生宿泊施
設（女子寮）を整備することにより、本道農業の担い手確保や女性の社会進
出を促進する。

地域応援！女性・若者起業
家育成支援事業

先輩起業家との交流会や道内大学と連携した起業意欲喚起の取組、地域全
体で起業を支える体制整備などを実施する。

若年者等人材呼び込み・呼
び戻し事業

道外の若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用した求
人・求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等に参加し、道内企
業の求人情報の提供などの取組を実施する。

地域若者就業・定着支援事
業

道内14か所に地域雇用ﾈｯﾄﾜｰｸ会議を設置し、若者へ企業情報等を提供する
「じもと×しごと発見ﾌｪｱ」のほか、非正規労働者の正社員化・処遇改善に向
けた調査等を実施する。

地域子育てなでしこ再就職
支援事業

就職希望はあるものの就職活動に至らない地方在住の子育て中の女性を対
象に、不安解消セミナーや職場体験チャレンジなどを実施する。

若者・女性の就業・創業・働き
方改革支援

人口流出が進む若者・女性の地域定着、首都圏等からの還流、創業を促進す
るとともに、就業環境の整備など働き方改革をワンストップで行う拠点を設
置することにより、地域産業を担う人材の活躍と確保を総合的に支援する。

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用ｴｷｽﾊﾟｰﾄ･ｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業費

本道に豊富に賦存するバイオマスの利活用を促進するため、地域における普
及啓発や事業の具体化に至る様々な段階への相談対応を行うアドバイザー
を派遣する。

循環資源利用促進事業費 排出事業者、リサイクル事業者が行うリサイクル設備施設整備や研究に助成
するとともに、中小企業等へアドバイザーを派遣するなど、事業段階やニー
ズに応じた支援を行う。

小水力等再生可能エネル
ギー導入支援事業費

農業水利施設を活用した小水力等発電施設の整備に係る調査設計等の取組
を支援する。

環境産業販路確立総合対策
事業

企業間連携による事業化に向けたコーディネートや効果的な普及啓発を行
い、環境産業における事業化の促進や販路開拓・拡大を促進する。

次世代環境産業育成･振興
事業

スマートコミュニティの構築に向けたフォローアップ・サポート、寒冷地型ス
マートハウス街区の形成や水素関連ビジネスの展開に向けたニーズ調査、民
間ネットワークと連携した人材育成を行う。

リサイクル産業振興対策費 リサイクル製品の事業化に向けた取組に対する支援やリサイクルポートＰＲ活
動を実施する。

戦略的省エネ促進事業 事業者が行うモデル性の高い省エネ技術等の導入可能性調査に対し支援す
るほか、省エネ・節電の普及啓発を図る。

先進的エネルギー関連技術
振興事業費

本道の豊かな自然や多様なエネルギー資源及び技術シーズを活かした北海
道発の先進的なエネルギー関連技術の研究開発や製品開発を支援する。

次世代エネルギープロジェ
クト事業化推進事業

道内企業が持つ積雪寒冷地特有の製品や技術と道外企業のものを組み合
わせるなどして実施する道内での産学官金が連携したプロジェクトを支援す
る。

新エネルギー等率先導入推
進事業

道自ら、道有施設へ率先して新エネルギー導入や省エネルギーを実践する
ことにより、環境・エネルギー関連市場の拡大を図る。

研究開発支援事業 産学官が連携して行う科学技術の基礎的研究や応用研究を支援するととも
に、ＡＩ/IoTに関する大学等の研究成果を活用した地域の課題の解決を目指
す実証モデルづくりを支援する。
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4,888
【環境生活部】 ㉘ ( 12,220 )

47,368
【環境生活部】 ㉘ ( 47,992 )

●働き方改革によるワークライフバランスの実現
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

50,000
(再掲) 【経済部】 ㉘ ( 20,546 )

進

○ 69,718
(再掲) 【保健福祉部】 ㉘ ( 46,417 )

進 創

27,907
(再掲) 【経済部】 ㉘ ( 38,178 )

進

◎ 828
（再掲） 【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

495
【経済部】 ㉘ ( 1,100 )

●「北海道暮らし」の魅力創造と発信
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

98,332

59,284
【総合政策部】 ㉘ ( 74,138 )

10,000
【総合政策部】 ㉘ ( 25,708 )

5,794
【保健福祉部】 ㉘ ( 10,000 )

6,410
【保健福祉部】 ㉘ ( 11,117 )

6,256
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 10,000 )

4,443
【経済部】 ㉘ ( 7,506 )

6,145
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 12,957 )

進

◎ 16,875
（再掲） 【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

10,481
【総合政策部】 ㉘ ( 9,544 )

専攻医等確保推進事業費 「新たな専門医制度」の導入を踏まえ、道内の専攻医研修体制の向上に資す
る指導医等の道内移住を促進するほか、専攻医（若手医師）の指導体制を強
化し、地域医療の確保及び地域の活性化を図る。

北の大地への交流・定住促
進費

本道への移住・定住促進を図るため、地域の受入体制づくりへの支援や情報
発信等の取組を実施するほか、「地域づくりサポート隊」の配置及び定着支
援を実施する。

地域連携型ヘルスケアビジ
ネス創出事業

地域の民間事業者を対象にセミナーや研修等を行い、ヘルスケアサービス
事業へのビジネス参入を促進する。

空き店舗を活用したｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ創出加速事業

高齢者・子育て世代の交流生活サービス支援拠点づくりなど、商店街の空き
店舗を活用した、コミュニティビジネス創出の取組を支援する。

本社機能・オフィス拠点誘致
推進事業

人手不足やリスク分散を理由とした企業の地方拠点拡大の動きや国におけ
る地方への企業拠点強化に呼応して、本社機能や研修施設の企業誘致活動
を展開する。

北海道「生涯活躍のまち」構
想推進事業

北海道らしい「生涯活躍のまち」の推進を図るため、コーディネーターなどを
派遣し、市町村の取組の具体化を支援する。

「共生型地域福祉拠点」推進
事業費

高齢者、障がいのある方、子ども等の多世代が交流し、住民同士がお互いに
支え合う共助の取組に導く「共生型地域福祉拠点」の新規開設支援や拠点
の核となる人材の実践力の向上を図る。

障がい者の多様な社会参加
促進事業費

障がい者雇用の可能性がある産業の業界関係者にコーディネーターを派遣
するなどして、障がい者雇用の理解促進を図る。

誰もが働きやすい職場環境
づくり事業費

男女が共に能力を発揮することができ、仕事と家庭の両立ができる職場環
境が整備されるよう、両立支援に関する法令や制度の普及啓発を行う。

東京発「北海道暮らし」の魅
力創造・発信

首都圏等から本道への人の流れを創出するため、若者、現役世代、アクティ
ブシニア、障がいのある方など幅広い方々をターゲットに首都圏等からの移
住・定住を促す取組を推進する。

いなか暮らし応援プログラ
ム推進事業

「ふるさと移住定住推進センター」を東京・札幌で運営するとともに、市町村・
民間の移住施策を促進する「官民連携加速ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ」や地域のしごとを掘
り起こす「ﾛｰｶﾙﾜｰｸｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ」を配置し、移住・定住を促進する。

地域若者就業・定着支援事
業

道内14か所に地域雇用ﾈｯﾄﾜｰｸ会議を設置し、若者へ企業情報等を提供する
「じもと×しごと発見ﾌｪｱ」のほか、非正規労働者の正社員化・処遇改善に向
けた調査等を実施する。

がん患者就労支援事業費 がん患者等が社会生活を営む上での不安や負担の軽減を図るため、企業の
福利厚生担当者などを対象とした治療と就労の両立ができる職場環境づく
りを促進する研修会を実施する。

北の輝く女性活躍推進事業
費

女性のライフステージに応じた様々な相談支援や、地域で活躍する女性を
ロールモデルとして紹介する「見える化」などに取り組む。

配偶者暴力被害者支援対策
費

DV被害者の一時保護や相談業務等を行う民間団体を支援するほか、平日夜
間・休日の電話相談の実施など、DV被害防止に向けた総合的な取組を行う。

地域少子化対策強化事業費 結婚サポートセンターの設置運営、地域の結婚支援協議会の支援、企業と連
携した結婚、妊娠・出産、子育ての「切れ目のない支援」やこれを支える地域
の環境づくりを推進する。

ほっかいどう働き方改革支
援センター運営等事業費

企業の就業環境の改善など包括的な支援をワンストップで行う拠点として
「ほっかいどう働き方改革支援センター」を運営するとともに、人手不足の業
界団体と連携して改革モデルプランを作成するなどの取組を行う。
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●世界に誇る「ふるさとの歴史文化」の浸透・発信
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

414,140

進

◎ 42,236
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

319,314
【環境生活部】 ㉘ ( 317,780 )

39,544
【環境生活部】 ㉘ ( 40,052 )

13,046
【教育庁】 ㉘ ( 14,993 )

◎ 8,480
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 10,000
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

創

◎ ※ 224,000
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

創

◎ ※ 74,535
（再掲） 【教育庁】 ㉘ ( 0 )

◎ 42,350
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

◎ 48,148
【総務部】 ㉘ ( 0 )

27,168
【環境生活部】 ㉘ ( 28,275 )

16,039
【環境生活部】 ㉘ ( 16,607 )

102,561
【環境生活部】 ㉘ ( 104,538 )

11,592
【環境生活部】 ㉘ ( 11,472 )

100,000
【環境生活部】 ㉘ ( 100,000 )

1,388
【環境生活部】 ㉘ ( 1,388 )

11,145
【環境生活部】 ㉘ ( 12,667 )

8,409
【環境生活部】 ㉘ ( 7,698 )

赤

【環境生活部】 【北海道ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ(株)とのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ協定】

知床地域自然環境保全管理
費

知床世界自然遺産地域の自然環境の保全・管理のため、海域管理計画の改
定、サケ遡上状況のモニタリング調査、適正利用のための普及啓発などに取
り組む。

北海道e-水（イーミズ）プロ
ジェクト

本道の自然環境の保全のため、商品の売上の一部からの寄附の活用して、道内の各地
域（水辺）において環境保全活動に取り組む団体の事業に助成する。

芸術文化活動費補助金 北海道の交響楽による音楽芸術の水準向上を図るため、（公財）札幌交響楽
団の活動に対して補助をする。

地域メディア芸術推進事業
費

著名な漫画家等を数多く輩出している北海道の優位性を活かし、まんが・ア
ニメ等のメディア芸術を活用することにより、「まんが・アニメ王国ほっかいど
う」を積極的に発信する。

生物多様性保全推進事業費 「北海道生物の多様性の保全等に関する条例」に基づき、絶滅のおそれのあ
る希少野生動植物種の保護対策、生態系への影響が大きい外来種の対策な
どに取り組む。

世界遺産登録推進費 北海道・北東北の縄文遺跡群の世界遺産登録をめざすため、北東北３県及び
市町村と共同での事業の推進や、官民一体となった運動を展開する。

北海道文化財団補助金 北海道文化振興指針に基づき、文化振興施策を機動的かつ効果的に推進す
るため、(公財）北海道文化財団が行う事業に助成する。

一般財団法人地域創造負担
金

地域における創造的で文化的な表現活動のための環境づくりを行うととも
に、地方公共団体が実施するこれらの活動を支援するために設立された（一
財）地域創造に負担金を支出する。

歴史文化施設におけるインバウ
ンド交流施設整備事業費

本道が有する観光資源である道立「開拓の村」について、小川家酪農畜舎の
改修や馬車鉄道の延伸、多言語解説の充実などを行い、訪日外国人の関心
が高い「歴史的まちなみ」を再整備する。

道立美術館活性化事業 道立「三岸好太郎美術館」について、展示スペースの拡大、照明機能の改修
等の展示機能強化を図るとともに、「アートギャラリ－北海道」の策定、北海
道150年関連事業の企画、プレイベントなどを実施する。

北海道博物館事業費 アイヌ文化や縄文文化など、本道の歴史・文化・自然について、国内外へ広く
発信するため、北海道博物館において資料展示等を実施する。

インバウンド等観光交流基盤
整備加速事業費

外国人観光客の利便性の向上や誘客促進を図るため、道立「開拓の村」にお
けるwifi環境の整備及びトイレの洋式化、道立「オホーツク流氷科学セン
ター」で発信する地域の自然・文化を紹介した新たな映像制作等を行う。

文書館整備事業費 道立図書館と類似機能を有する道立文書館について、両者の機能を複合化
した施設を道立図書館敷地内に整備するための基本・実施設計を行う。

アイヌ文化財保存対策費 アイヌ文化財の調査、記録、保存、活用、伝承活動の支援や理解を促進する取
組を実施する。

「北海道みんなの日」制定記
念事業費

「北海道みんなの日」（愛称：「道みんの日」）の制定にあわせて記念事業を実
施するとともに、道民や観光客等の来道者へPR活動を行い周知・定着を図
る。

民族共生象徴空間リンケー
ジ事業費

アイヌ文化復興等のナショナルセンターとして国が整備している「民族共生
象徴空間」の2020年一般公開に向け、道内や東京、ハワイ州及び台湾におい
て来場目標者数100万人を目指したプロモーションを行う。

アイヌ文化振興・研究推進機
構事業費補助金

アイヌ文化振興法に基づき国の指定を受け、アイヌ文化の保存･伝承に関す
る普及啓発等を行う（公財）アイヌ文化振興･研究推進機構の事業に要する
経費を補助する。

アイヌ協会活動促進費 アイヌの人たちの民族としての誇りが尊重される社会の実現を目指し、（公
社）北海道アイヌ協会が行う東京オリ・パラ開会式等におけるアイヌ文化の発
信に関する事業などの各種事業に要する経費を補助する。

総合的なアイヌ政策促進費 国のアイヌ新法制定の動きを踏まえ、今後の総合的施策の検討に資するた
め、道が定例的に行っている「北海道アイヌ生活実態調査」を前倒しして実施
する。

世界へ向けたアイヌ文化発信・象
徴空間開設に向けた機運醸成

民族共生象徴空間の整備を契機としたアイヌ文化復興の機運を高め、国内
外へのアイヌ文化発信等を加速するため、「民族共生象徴空間交流促進官民
応援ネットワーク」の運営や様々な機会を捉えた発信事業等を行う。
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●獲る活かす・道産ジビエのブランド展開
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 83,700
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

進 創

15,918
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 19,753 )

○ 8,731
【水産林務部】 ㉘ ( 2,181 )

7,211
【環境生活部】 ㉘ ( 6,272 )

1,286,592
【農政部】 ㉘ ( 1,581,776 )

23,208
【水産林務部】 ㉘ ( 23,208 )

●暮らし・交流を支える交通ネットワークの形成
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 7,000
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 40,543
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

◎ 127,708
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

10,802
【総合政策部】 ㉘ ( 12,002 )

61,700
【総合政策部】 ㉘ ( 61,000 )

1,528,576
【総合政策部】 ㉘ ( 1,518,355 )

66,172
【総合政策部】 ㉘ ( 69,459 )

37,273
【総合政策部】 ㉘ ( 37,081 )

●活力ある地域を支える健康づくり・地域医療の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 828
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

進

◎ 16,875
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 79,861
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

専攻医等確保推進事業費 「新たな専門医制度」の導入を踏まえ、道内の専攻医研修体制の向上に資す
る指導医等の道内移住を促進するほか、専攻医（若手医師）の指導体制を強
化し、地域医療の確保及び地域の活性化を図る。

患者搬送航空機運航事業費 地域の医療機関では提供が困難な高度・専門医療を必要とする患者を医学
的管理のもと専門医療機関へ短時間で搬送するためのメディカルウイング
を運航する。

定期航路維持対策費 離島航路事業者に対して補助を行うとともに、離島町と協調して住民割引に
支援する。

離島航空路線維持対策費 離島航空路線を運航する航空会社に対し、運航費や路線の維持・確保に向け
た取組を支援する。

がん患者就労支援事業費 がん患者等が社会生活を営む上での不安や負担の軽減を図るため、企業の
福利厚生担当者などを対象とした治療と就労の両立ができる職場環境づく
りを促進する研修会を実施する。

道南いさりび鉄道経営安定
化事業費補助金

道南いさりび鉄道（株）の経営安定化を図るため、道及び沿線市町において
運行赤字分を補助する。

バス交通路線維持対策事業 乗合バス事業及び廃止路線代替バス事業の路線維持費等に対して補助す
る。

北海道新幹線利用促進費 北海道新幹線の開業を契機として、北東北各県と交流人口を拡大するための連携体制
づくりなど進めるとともに、道南と道東・道北を結ぶ航空路線開設に向けた取組への支
援等により、開業効果が全道波及するよう取り組む。

空港運営戦略推進事業費 民間委託による最大７空港の一体的運営の実現を目指すための総合調整を
行うとともに、女満別空港については、空港管理者としてマーケットサウン
ディングを実施する。

北海道新幹線建設等促進費 青森県や沿線自治体等との連携を一層密にしながら、北海道新幹線(新函館
北斗～札幌間)の早期完成及び青函共用走行区間における新幹線高速走行
の早期実現に向けた取組を展開する。

鳥獣被害防止総合対策事業
費

市町村が作成する被害防止計画に基づき、地域協議会等が主体となって取
り組む計画的な捕獲・追い払い、農用地への侵入防止柵の整備など、総合的
な鳥獣被害対策を支援する。

道有林エゾシカ緊急対策事
業費

道有林内の林道除雪により、エゾシカの捕獲環境を整備し、森林被害の防止
と捕獲個体の有効活用を図る。

生活交通バス維持改善モデ
ル事業

有識者によるワーキンググループを設置し、バス運転手の確保及び利用促
進に係る効果的な対策を検討するとともに、バス事業者の路線維持・確保に
向けた取組を支援する。

エゾシカ利活用推進地域モ
デル実証事業費

エゾシカの地域資源としての一層の活用に向け、捕獲・回収から有効活用ま
での一連の流れを地域に定着させるためのモデル事業を実施する。

エゾシカ森林被害防止強化
対策事業費

全道的に拡散傾向にあるエゾシカの森林被害を踏まえ、各地域の環境や
ニーズに沿った効率的な捕獲を実践し、森林被害の軽減を図る。

エゾシカ有効活用推進事業
費

ブランド化推進のため、認証制度の運用、認証取得を促進するほか、給食やレ
ストランでの活用の機会を拡大するなど、エゾシカの総合的な利活用を推進
する。

エゾシカ指定管理鳥獣捕獲
等事業費

鳥獣保護区等のエゾシカ逃避地において国、市町村等、他機関の捕獲事業
と連携した道による捕獲を実施し、捕獲目標の達成を図る。
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◎ 1,021
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 14,873
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

○ 12,199,527
【総務部】 ㉘ ( 6,413,814 )

○ 20,800
【保健福祉部】 ㉘ ( 10,180 )

○ 96,780
【保健福祉部】 ㉘ ( 80,920 )

○ 1,979,133
【保健福祉部】 ㉘ ( 2,221,589 )

156,327
【保健福祉部】 ㉘ ( 156,327 )

99,469
【保健福祉部】 ㉘ ( 172,100 )

66,999
【保健福祉部】 ㉘ ( 67,126 )

144,000
【保健福祉部】 ㉘ ( 144,000 )

72,442
【保健福祉部】 ㉘ ( 72,442 )

374,547
【保健福祉部】 ㉘ ( 385,414 )

996,919
【保健福祉部】 ㉘ ( 872,557 )

159,344
【保健福祉部】 ㉘ ( 159,344 )

193,358
【保健福祉部】 ㉘ ( 198,703 )

164,293
【保健福祉部】 ㉘ ( 164,293 )

26,614
【保健福祉部】 ㉘ ( 26,614 )

47,135
【保健福祉部】 ㉘ ( 50,136 )

535,289
【保健福祉部】 ㉘ ( 517,953 )

1,222
【保健福祉部】 ㉘ ( 1,584 )

健康づくり推進事業費 市町村・企業等と連携し、道民の健康づくりの取組等にインセンティブを与え
る「北海道健康マイレージ事業」を実施する。

小児救急電話相談事業費 小児科医師や看護師が電話により、夜間における子どもの急な病気やけが
などの相談に対応する。

ナースセンター事業費 未就業看護職員に対する就業斡旋や訪問看護師養成講習会等を実施し、看
護職員の確保、再就業の促進を図る。

救急医療情報システム事業
費

救急医療に必要な医療機関情報等を提供する「北海道救急医療情報案内セ
ンター」を設置運営する。

救命救急センター事業費補
助金

２４時間体制で救命医療を行う救命救急センターに対する支援を行う。

小児救急医療対策費 小児救急患者に対する医療を輪番制方式により実施する医療機関などに対
する支援を行う。

女性医師等就労支援事業費
補助金

女性医師の就労サポート、勤務環境整備に取り組む医育大学、道医師会及び
関係医療機関に対し支援する。

医師養成確保修学資金貸付
事業費

一定期間の地方勤務を誓約した道内医育大学の地域枠入学者に対し、償還
免除となる奨学金を交付する。

ドクターヘリ整備事業費 重症重篤患者等を搬送するドクターヘリの運航に対する支援を行う。

子育て看護職員等就業定着
支援事業費補助金

病院内保育所の運営に対し支援を行い、看護職員の離職防止、就業定着を図
る。

地域医師連携支援センター
運営事業費

道が設置している「地域医師連携支援センター」により、医師不足病院の医
師確保の支援など医師の地域偏在の解消を図る。

地域医療支援センター運営
事業費

道内の医育大学に設置した「地域医療支援センター」により、医育大学と連
携の上、医師不足地域に医師派遣を行う。

地方・地域センター機能強化
事業費補助金

道が、各圏域の中核的病院として指定している地方センター病院（三次医療
圏）、地域センター病院（二次医療圏）の地域医療支援機能を強化し、圏域に
おけるきめ細やかな医療提供体制を構築する。

緊急臨時的医師派遣事業費 都市部の医療機関から医師確保の難しい地域の医療機関に医師を派遣する
ことにより、緊急臨時的な医師派遣の体制整備を図る。

総合診療医確保推進等事業
費

総合診療医研修プログラム研修施設における指導医等の養成経費補助や、
総合診療医を目指す人材の確保・養成を支援する。

札幌医科大学運営支援費
（施設整備費）

「札幌医科大学施設整備構想」（平成24年３月策定）に基づき、札幌医科大学
の老朽・狭隘化した施設の整備、及び高度先進医療の開発や提供など地域へ
の医療サービス提供に必要な施設の整備を図る。

遠隔医療促進事業費 都市部の専門医が、遠隔地の医師に診断画像などを含め対面で指導・助言を
行うための遠隔ＴＶカンファレンスシステムの導入等を支援する。

病床機能分化・連携促進基
盤整備事業費

急性期から回復期など病床機能転換に伴う施設等の整備に対する助成を行
うとともに、新たに公立病院との再編、ネットワーク化に向けた取組を支援す
る。

へき地医療対策事業費補助
金

無医地区等への巡回診療等を行うへき地医療拠点病院の運営及びへき地診
療所の整備等に対する支援を行う。

がん検診総合対策推進費 国の指針に基づき、がんの早期発見、早期治療により、がんの死亡率を減少
させるため、「北海道がん対策推進計画」に掲げるがん検診受診率や精度の
向上を図る。
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●安心のユニバーサル北海道づくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進 創

5,794
(再掲) 【保健福祉部】 ㉘ ( 10,000 )

進 創

6,410
(再掲) 【保健福祉部】 ㉘ ( 11,117 )

○ 24,769
【保健福祉部】 ㉘ ( 3,000 )

◎ 5,000
【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

◎ 10,000
（再掲） 【環境生活部】 ㉘ ( 0 )

◎ 31,048
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 8,435
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 13,565
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 25,503
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 8,127
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

◎ 3,826
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

32,899
【保健福祉部】 ㉘ ( 32,413 )

1,666,228
【保健福祉部】 ㉘ ( 71,157 )

21,782
【保健福祉部】 ㉘ ( 21,288 )

28,510
【保健福祉部】 ㉘ ( 28,510 )

17,272
【保健福祉部】 ㉘ ( 18,672 )

4,675,384
【保健福祉部】 ㉘ ( 5,177,659 )

190,449
【保健福祉部】 ㉘ ( 190,449 )

連

【環境生活部・保健福祉部】 【株式会社北洋銀行】

離職した介護福祉士等の再
就業促進事業費

離職した介護福祉士等に対して、復職に必要な情報提供を行い、再就業を促
進する。

「共生型地域福祉拠点」推進
事業費

高齢者、障がいのある方、子ども等の多世代が交流し、住民同士がお互いに
支え合う共助の取組に導く「共生型地域福祉拠点」の新規開設支援や拠点
の核となる人材の実践力の向上を図る。

介護サービス提供基盤等整
備事業費

地域密着型特別養護老人ホーム等の整備やその開設準備に要する経費等
を支援する。

在宅医療提供体制強化事業
費補助金

在宅医療を担う医師の育成や訪問診療の負担軽減のための支援等を行う。

子ども・障がい児者のスポー
ツ支援

道内のスポーツの発展と地域におけるスポーツの推進を図るため、子どもと
障がい児者を対象としたスポーツ応援事業を実施する。

医療型障害児入所施設改築
事業費

旭川肢体不自由児総合療育センターについて、施設の老朽化、狭隘化等に対
応し療養環境を改善するため、現施設の敷地内に改築を行う。

介護予防・生活支援サービス
等充実支援事業費

アクティブシニアを対象に共助・互助による地域づくりセミナーを実施する
ほか、生活支援コーディネーターの養成や住民主体の活動の充実に向けた
取組を支援する。

認知症対策等総合支援事業
費

地域支援体制の構築、医療体制の充実、認知症ケアの質の向上等を図る各
種事業を実施する。

地域包括支援センター機能
充実事業費

地域ケア会議の定着・持続的運営に向けた支援等を行い、道内全市町村での
定着と充実を図るなど、地域包括支援センターの機能充実を図る。

介護職員等のたん吸引等研
修事業費

特別養護老人ホーム・有料老人ホーム・認知症グループホーム及び障害者支
援施設等や在宅及び通所等の介護・障害サービス事業所において、たんの吸
引等の医療的ケアを行う介護職員等を養成する。

地域人材を活用した労働環
境改善促進事業費

介護福祉士の職場定着を推進するため、介護事業所で高齢者などが直接介
助以外の補助業務に従事することにより、介護福祉士が専門性の高い業務
に集中できるよう労働環境改善への支援を行う。

工賃向上支援事業費 障がいのある方の工賃向上を図るため、農業に取り組む事業所による販売イ
ベントを開催するとともに、障がい福祉サービス事業所の農業への参入を支
援する。

薬剤師認知症対応力向上研
修事業費

薬剤師に対し研修を実施し、認知症の疑いのある人の早期発見や早期治療
に繋げるとともに、状況に応じた薬学的管理を適切に行うことにより、認知症
の人への支援体制を構築する。

障がい者の多様な社会参加
促進事業費

障がい者雇用の可能性がある産業の業界関係者にコーディネーターを派遣
するなどして、障がい者雇用の理解促進を図る。

介護ロボット導入支援事業費 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など労働環境の改善につ
なげるため、介護ロボットの導入に対する補助の実施やＩＣＴ機器等の導入を
促進する。

北海道specialプロジェクト事
業費

オリパラのレガシーづくりとして国が実施する「specialプロジェクト2020」を活用し、本
道出身のオリンピアン・パラリンピアンやミュージシャンなどの講演などを通じ、スポー
ツ・文化・教育が一体となった障がいのある方のスポーツ振興を推進する。

在宅生活の限界点を引き上げる
介護サービス普及事業費

要介護者の在宅生活を柔軟に支える「小規模多機能型居宅介護」及び「定期
巡回・随時対応型訪問介護看護」の両サービスの普及を図る。

介護事業者協同化促進事業
費

介護従事者の人材確保・資質向上を図るため、介護事業を行う事業協同組合
設立の促進・支援を行い、協同化のスケールメリットによる働きやすい職場環
境の整備を促進する。

北海道パラアスリート発掘プ
ロジェクト

2020東京ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ大会に向けて、選手発掘やﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸｽﾎﾟｰﾂ体験会を開
催するなど、多くの選手の大会出場を目指すともに、障がいのある方が地域
においてｽﾎﾟｰﾂに親しむ環境を整備する。
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●北の住まいるタウンの推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 7,000
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

○ 30,000
【水産林務部】 ㉘ ( 11,500 )

3,296
【建設部】 ㉘ ( 3,004 )

5,671,000
【建設部】 ㉘ ( 6,231,000 )

12,500
【建設部】 ㉘ ( 12,500 )

1,528,576
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 1,518,355 )

●現場力を活かした地域政策の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

○ 4,500,000

【総合政策部】 ㉘ ( 4,400,000 )

進

○ 268,128
【総合政策部】

186,000
㉘ ( 186,000 )

82,128
㉘ ( 0 )

進 戦

51,948
【各振興局】 ㉘ ( 58,043 )

進 戦

34,924
【6振興局】 ㉘ ( 42,960 )

◎ 99,752
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

○ 505,008
【総務部】 (基金積立金を除く)

19,176
【総務部】 ㉘ ( 10,240 )

31,580
【総務部】 ㉘ ( 29,713 )

68,841
【総務部】 ㉘ ( 61,366 )

4,000
（再掲） 【総務部】 ㉘ ( 0 )

生活交通バス維持改善モデ
ル事業

有識者によるワーキンググループを設置し、バス運転手の確保及び利用促
進に係る効果的な対策を検討するとともに、バス事業者の路線維持・確保に
向けた取組を支援する。

木質バイオマス資源活用促
進事業費

伐採現場で発生する利用価値の低い間伐材などの林地未利用材の集荷シス
テムや木質ペレットの利用拡大に向けた流通コスト低減などの実証事業を行
う。

北方領土返還要求運動促進
費

北方領土問題解決への気運を醸成するため、啓発活動などによる返還要求
運動を行う。

千島歯舞諸島居住者連盟補
助金

（公社）千島歯舞諸島連盟が実施する元島民の援護事業に対して補助する。

北方領土復帰期成同盟補助
金

（公社）北方領土復帰期成同盟が実施する啓発事業に対して補助する。

北方四島共同経済活動等推
進事業

北方四島における共同経済活動等の推進に向け、必要な調査やセミナーを
開催する。

北方領土対策関連予算（主
なもの）

平成２８年１２月に行われた日露首脳会談をふまえ、北方四島共同経済活動等
の推進や北方領土問題の啓発活動、隣接地域市町が行う地域振興事業等に
対する助成等により、北方領土返還要求運動を推進する。

地域政策推進事業 振興局自らが地域と連携・協働のもと、地域に根ざした政策を企画・立案し実
施する。

地域創生推進事業 地域課題の解決と道の総合戦略を推進するため、振興局が地域と連携して
迅速かつ的確に地域に根ざした事業に取り組む。

地域政策コラボ事業 地域課題の解決と道及び市町村の総合戦略の推進を図るため、振興局が市
町村と協働して、プロジェクトに取り組む。

北の住まいるタウン推進事
業

「コンパクトなまちづくり」や「低炭素化・資源循環」及び「生活を支える」取組
を一体的に進める「北の住まいるタウン」を推進するため、市町村でのモデ
ルづくりを進めるとともに、ガイドブックの作成など、普及啓発を図る。

道営住宅特別会計（建設費） 道営住宅をまちなかに移転集約する地域再編型整備や新幹線停車駅の所
在地などに整備する広域再編型整備に取り組み、広域的な住宅需要への対
応や市町村の地域課題の解決に向けた道営住宅の整備を進める。

空き家対策推進事業 「空き家等対策に関する取組方針」に基づき、北海道空き家情報バンクの運
営・周知や市町村の取組に対する支援などを実施する。

雇用創出地域展開事業 地域の雇用を創出し、人口減少の抑制を図るため、国の「戦略産業雇用創造
プロジェクト」を活用し、各地域における雇用の場の確保・創出や職場定着を
図る取組を振興局で重点的に実施する。

中高年求職者安定就業促進
事業

中高年求職者を対象に、地域産業理解、意識改善セミナー、企業見学会など
を実施する。

地域社会維持推進交付金
（仮称）

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維
持に関する特別措置法（H29.4施行）」において、「特定有人国境離島地域」に
規定されている離島地域の航路及び航空路の運賃の低廉化を行う。

地域づくり総合交付金 個性豊かで活力に満ち、人々が将来にわたり安心して暮らすことのできる地域社会の
実現を図るため、北海道型地域自律圏の形成に向け、市町村が連携して新たに行う広
域的な取組に対して支援する「市町村連携地域モデル事業」を拡充するほか、市町村が
振興局と協働して実施するプロジェクトを支援する「地域政策コラボ事業」を新設する
など、地域創生に向けた取組等を推進する。

バス交通路線維持対策事業 乗合バス事業及び廃止路線代替バス事業の路線維持費等に対して補助す
る。
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230,000
【総務部】 ㉘ ( 260,000 )

151,411
【総務部】 ㉘ ( 135,707 )

1,007
【総合政策部】 ㉘ ( 9,036 )

1,247
【総合政策部】 ㉘ ( 1,247 )

9,047
【総合政策部】 ㉘ ( 10,052 )

●強靱でやさしいまちづくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

進

◎ 35,000
【総務部】

17,952

【総務部】 ㉘ ( 0 )

6,725
【総務部】 ㉘ ( 0 )

10,323

【総務部】
㉘ ( 0 )

進

◎ 11,198
【保健福祉部】 ㉘ ( 0 )

進

20,000
【環境生活部】 ㉘ ( 20,160 )

進 創

6,145
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 12,957 )

◎ 4,875
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 1,199,345
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 0 )

◎ 22,516
【総務部】 ㉘ ( 0 )

◎ 2,865,838
【総務部】 （債務負担行為の設定）

◎ 20,000
【総合政策部】 ㉘ ( 0 )

◎ 6,452
【警察本部】 ㉘ ( 0 )

○ 125,414
【警察本部】 ㉘ ( 100,378 )

新エネルギー導入加速化事
業

道営電気事業の収益金を原資として、新たに「新エネルギー導入加速化基
金」を設置し、地域の多様なニーズに対応した総合的支援を展開し、新エネ
ルギーの導入加速化を図る。

交番・駐在所ネットワーク整
備経費

交番等のネットワーク化を推進し、交番機能の強化や業務の効率化を図り、パ
トロール等の街頭活動やＤＶ・ストーカー事案等の対処体制を強化する。

重要犯罪等捜査支援システ
ム整備費

全道の重要犯罪や人身安全関連事案に対処するため、道内の犯人使用車両
の移動情報を把握する捜査支援システム網を構築し、被疑者の早期検挙と
被害の拡大防止を図る。

飲酒運転根絶推進関連事業
費

北海道飲酒運転の根絶に関する条例の制定を契機に飲酒運転根絶を実現す
るため、飲酒運転根絶キャラバンや「飲酒運転根絶の日」（7/13）の取組など
により住民や企業の意識の醸成などを促進する。

消防防災ヘリコプター共同
運航関連事業費

消防防災ヘリコプターの24時間運航体制の確保に向けて、道警職員を消防
防災ヘリコプターの操縦士・整備士として育成を図る。

消防防災ヘリコプターの購
入に関する債務負担行為

消防防災ヘリコプターを新たに購入するにあたり、発注後完成まで約１年半
の期間を要することから、債務負担行為を設定する。

道内避難者住宅支援事業 東日本大震災による道内避難者に対し、平成28年度末で住宅の無償供与が
終了する世帯への激変緩和措置として、住宅確保に向けた支援を行う。

本社機能・オフィス拠点誘致
推進事業

人手不足やリスク分散を理由とした企業の地方拠点拡大の動きや国におけ
る地方への企業拠点強化に呼応して、本社機能や研修施設の企業誘致活動
を展開する。

地産エネルギー利用施設立
地促進事業

本道にデータセンターを誘致するため、冷涼な気候等のＰＲや設置検討企業
のニーズに応じた現地視察会、海外事業者等を訪問し、バックアップ拠点構
想等の推進を図る。

避難行動の促進 災害発生により避難勧告等が発令された際に道民が迅速かつ円滑に避難
し、減災につながるよう、避難所運営ゲーム北海道版「Ｄｏはぐ」の普及促進
や、北海道らしい避難食レシピの開発を行う。

防災共通地図の整備 大雨等災害検証委員会の報告を踏まえ、災害発生現場をはじめ、救援・救助
活動を行う場所のほか、物資輸送や避難に係る経路など、災害応急対策に必
要な災害情報を記した防災関係機関が共有できる電子共通地図を関係機関
と連携・協力して整備する。

北海道災害ボランティアセン
ター運営事業費

災害発生時にボランティアの調整や活動を迅速に行うため、全道レベルの常
設の災害ボランティアセンターを設置し、平常時から災害ボランティアのネッ
トワークづくりや人材育成に取り組む。

防災総合訓練の強化 熊本地震において指摘された災害情報の伝達のほか、支援物資の輸送や避難者対策と
いった応援・受援の体制など、都市型災害における課題を踏まえた防災総合訓練（札幌
直下型地震を想定）を、道内の防災関係機関をはじめ振興局や市町村と連携・協力のう
え札幌市と共同で実施し、地域防災力の強化を図る。

北方領土隣接地域振興等補
助金

隣接地域所在市町が行う地域振興事業等に対して補助する。

特定地域政策推進費 条件不利地域等の振興、発展を図り、また、集落対策の取組を道内各地に幅
広く普及・定着させるための取組を行う。

防災対策連携強化推進事業
費

熊本地震や昨年の大雨等災害を踏まえ、防災関係機関と連携・協力し、本道
の防災力の充実・強化に向けた取組を集中的に実施する。

振興局・市町村協働ガバナン
ス事業

地域の行政サービスの持続的な維持・充実を図るため、振興局と市町村が共
通・類似する事務を協働して取り組む体制の構築を目指して検討・調査を行
う。

ふるさと寄附金促進事業 ふるさと納税の利便性向上に取り組むとともに道独自の返礼品の贈呈やＰＲ
を行う。

北方墓参費　など 元島民の墓参慰霊のため、北方領土墓参を実施する。　など
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○ 216,065
【警察本部】 ㉘ ( 77,073 )

18,418,809
【建設部】 ㉘ ( 18,295,000 )

6,892,946
【建設部】 ㉘ ( 1,865,511 )

○ 3,300,000
【建設部】 ㉘ ( 1,100,000 )

42,144,536
（再掲） 【農政部】 ㉘ ( 89,492,964 )

7,659,452
【水産林務部】 ㉘ ( 7,544,701 )

15,562,620
（再掲） 【水産林務部】 ㉘ ( 15,990,851 )

149,592
【総務部】 ㉘ ( 77,620 )

1,170,000
【建設部】 ㉘ ( 1,217,472 )

14,348
【教育庁】 ㉘ ( 19,401 )

115,712
【総務部】 ㉘ ( 126,715 )

1,497,500
【建設部】 ㉘ ( 1,505,000 )

27,213
【警察本部】 ㉘ ( 28,923 )

17,093
【総務部】 ㉘ ( 22,136 )

470,455
【総務部】 ㉘ ( 470,047 )

1,795,353
（再掲） 【経済部】 ㉘ ( 1,701,617 )

10,802
（再掲） 【総合政策部】 ㉘ ( 12,002 )

10,000
（再掲） 【建設部】 ㉘ ( 10,000 )

1,198
【環境生活部】 ㉘ ( 1,198 )

4,311,995
【警察本部】 ㉘ ( 4,199,999 )

特別対策事業（河道内樹木
の伐採等）

道民が安心して暮らせる、災害に強い地域づくりを進めるため、河道内樹木
の伐採や堆積土砂の掘削を計画的に実施し、流下能力の確保を図る。

水産物供給基盤整備事業費 衛生管理の高度化や水産資源の回復、防災・減災対策、施設の長寿命化など
を図るために必要な漁港・漁場施設の整備を行う。

北海道議会庁舎改築整備事
業費

老朽化が著しく、耐震性能が不足している議会庁舎の改築に係る実施設計
を実施する。

民間大規模建築物耐震改修
事業費補助金

民間大規模建築物や防災拠点建築物の所有者が行う耐震改修工事を支援
する市町村に対し、耐震改修に係る経費の一部を補助する。

防災危機管理対策費（北海
道強靱化）

北海道強靱化計画における脆弱性評価を克服し、大規模災害等発生時にお
ける各種警察活動を迅速かつ的確に行うため、災害用・訓練用資機材を整備
し、災害対処能力の強化を図る。

治山事業費 自然災害に対する山地防災力の強化に向け、荒廃山地の復旧整備とともに、
保安林の水土保全機能の強化等による事前防災・減災対策を実施する。

農業農村整備事業費 農畜産業の体質強化を図る観点から、担い手の育成・支援、農地の集積・集約
化、農産物の高付加価値化・生産コスト削減など農畜産業の競争力強化や農
村地域の国土強靱化を図るために必要な生産基盤整備を実施する。

警察署の機能強化に向けた
再編整備経費

複雑・多様化する治安情勢に的確に対応し、将来にわたって地域の安全・安心
を確保していくため、警察署の再編整備を行い、地域の警察力を高める。

河川事業防災・安全交付金 災害に強い強靱な社会基盤を確立し、道民の命と暮らしを守るため、ハード
とソフト両面からの防災・減災対策を進める。

災害復旧事業費 被災地域の速やかな復旧・復興に向けて、再度災害防止を考慮した、堤防や
護岸など被災施設の本格的な復旧を行う。

消防力強化対策費 消防団の活性化の推進を図る事業や常備消防の広域連携強化を図る事業
を行う。また消防防災体制の充実強化に寄与する団体に対し補助金を交付
し、消防団の充実強化や防災防火の普及啓発を図る。

防災教育推進事業費 防災等の実践的な安全教育を行う学校への支援や地域と連携した防災キャ
ンプなどを行う。

総合防災体制整備事業費 火山噴火総合防災訓練の実施や自主防災組織の結成・促進に向けた取組、
防災教育の推進など、本道の地域防災力の向上を図る。

土砂災害基礎調査 土砂災害警戒区域等の指定に必要となる基礎調査を実施する。

エコアンドセーフティ推進事
業

道民・事業者に対して、エコドライブの模擬体験や出前講座を実施するなど
エコドライブの浸透・定着を図り、運輸部門における二酸化炭素排出量の削
減と交通安全対策を一体的に推進する。

交通安全施設整備費 交通規制標識、道路標示、交通信号機及び交通管制センター施設を整備し、
安全・円滑な道路交通環境を確保する。

消防防災ヘリコプター運航
管理費

消防防災ヘリコプターの緊急運航要請対応、運航管理、定期点検等を行い、
災害応急対策、救急・救助等の航空消防防災体制の整備を図る。

建設業担い手対策推進事業
費

建設産業ふれあい展や魅力発信セミナー、女性活躍セミナー、建設施設バ
スツアーによる普及啓発活動を実施するとともに、入職促進や定着促進のた
めの事業経費の一部を補助する。

企業立地促進費補助金 自動車関連など成長発展が期待される産業などに係る工場等の新増設や本
社機能の移転に対して支援する。

北海道新幹線建設等促進費 青森県や沿線自治体等との連携を一層密にしながら、北海道新幹線(新函館
北斗～札幌間)の早期完成及び青函共用走行区間における新幹線高速走行
の早期実現に向けた取組を展開する。
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30名増
【警察本部】 ㉘ ( 35名増 )

381,245
【警察本部】 ㉘ ( 381,245 )

18,093
【警察本部】 ㉘ ( 18,093 )

133,611
【環境生活部】 ㉘ ( 132,902 )

交番相談員経費 パトロール活動等による警察官の交番不在時における住民サービスの向上
や不安感の払拭のため、交番相談員を配置する。

スクールサポーター委嘱費 校内暴力やいじめなどの問題を抱える学校からの要請に応じてスクールサ
ポーターを継続的に派遣し、少年の非行防止や子どもの安全確保を図る。

消費生活センター管理運営
費

消費生活に関する情報及び学習機会の提供、消費生活相談員による年齢な
どに配慮した質の高い相談対応などに取り組む。

地方警察官の増員 依然として厳しい治安情勢に的確に対処するため、警察法施行令の一部改
正により、地方警察官の増員が図られたことから、北海道警察官の増員を行
う。
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【参考】多様な政策手法の活用 
 

道では、財政健全化に向けて行財政改革の推進を図る一方、直面する緊急課題や多様化する行政ニ

ーズに迅速かつ的確に対応し政策展開を図るため、限られた予算の中で選択と集中を徹底することは

もとより、予算事業だけではなく、様々な政策手法を活用していくこととしています。 

このため、国の施策の活用に加え、民間企業等との協働事業の推進など多様な主体との連携・協力

のほか、道庁が有する様々な資源・機能を効果的に活用する赤レンガ・チャレンジ事業など、創意工

夫をこらした政策展開を図ります。 

 

１ 庁内資源・機能の有効活用 

（１）「赤レンガ・チャレンジ事業」の推進 

道庁が有する人材や施設などの「資源」、情報発信やネットワークといった「機能」を有効に活

用し、特別な予算を使わずに、様々な行政課題の解決や道民の皆様へのサービス向上を図ろうとす

る「赤レンガ・チャレンジ事業」を積極的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「プロポーザル型政策形成事業」の推進 

  複雑化・輻輳化する行政課題への対応と道全体の政策開発力の向上を図るため、職員から庁内横

断的な政策課題に関する企画提案を募集・選定し、磨き上げ、職員の柔軟な発想力や行動力を活か

した実効ある政策開発を推進します。 

 
２ 民間企業等との協働の推進 

民間企業や大学などが「公共」の担い手となり、官民が連携した取組を進め、道内地域や経済の活

性化、公共サービスの質の向上を図るため、民間企業等からの事業提案等を事業化するタイアップ事

業や包括連携協定を締結した民間企業等との多彩な協働事業を展開します。 

 

（１）民間企業等とのタイアップ事業の推進 

民間企業等が有する資源（アイデア、ノウハウ、資金等）と道が持つ情報やネットワーク、人的

資源を結びつけることで、道内地域や経済の活性化、公共サービスの充実や道が進める施策の効果

的な展開を図るため、民間企業等とのタイアップ事業の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

（２）民間企業等との包括連携協定締結による協働事業の実施 

民間企業等からの提案に基づき、複数の政策分野にわたって北海道と包括的かつ継続的に協力関

係を構築し、連携・協力に関する協定を締結した上で、具体的な事業を協働で実施します。 

 ※各協定の締結状況は、次のページのとおり。（57 件 71 団体（平成 29 年 1 月 25 日現在）） 

【活用する庁内の資源･機能】  
・ 職員の技術･経験･知識        ・・・人材の活用 
・ 道有施設等             ・・・ハード資産の活用 
・ 推奨や優遇措置           ・・・情報発信・選定機能の活用 
・ 規制緩和･手続き簡素化･利便性向上等 ・・・制度運用の改善 
・ 他団体との連携等          ・・・ネットワーク機能の活用 

【事業の内容】  
① 特定の政策テーマに関する事業 
  道が要綱等を定めて民間企業等との協働を呼びかけている事業 
② 協働に向けた協力・支援等に関する事業 
  民間企業等が社会や地域への貢献を念頭に道行政に対する支援や協力等を行う事業 
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[道と民間企業等との包括連携協定］

１　平成28年度に新たに協定を締結した企業等

企業等名 締結年月日 担当部局

北海道科学大学、
北海道科学大学短期大学部

H28.5.26 総合政策部

明和地所（株） H28.6.3 総合政策部

(株)藤丸 H28.11.4 十勝総合振興局

ＡＮＡホールディングス(株) H28.12.21 総合政策部

稚内北星学園大学 H29.1.13 宗谷総合振興局

株式会社中央スーパー H29.1.25 留萌振興局

２　これまでに協定を締結した企業等

企業等名 締結年月日 担当部局 企業等名 締結年月日 担当部局

伊藤忠商事(株) H18.12.15 経済部 旭川信用金庫 H25.8.29 上川総合振興局

立命館大学 H25.9.26 総合政策部

北海道コカ・コーラボトリング(株) H26.1.18 総合政策部

TOHOマーケティング(株) H26.1.23 総合政策部

国立大学法人小樽商科大学 H26.2.24 経済部

留萌信用金庫 H20. 1 .8 留萌振興局 北星信用金庫 H26.3.19 上川総合振興局

(株)セイコーマート H20. 1.15 総合政策部 江差信用金庫 H26.3.20 檜山振興局

(株)ローソン H20. 2.21 総合政策部 (株)函館丸井今井 H26.7.25 渡島総合振興局

(株)クリエイティブオフィスキュー H26.8.28 総合政策部

(有)ラッキーピエログループ H26.9.10 渡島総合振興局

(株)北洋銀行 H20. 8.28 経済部 ヤフー(株) H26.9.29 総合政策部

(株)北海道銀行 H20. 9. 3 経済部

(株)三井住友銀行 H20. 9. 4 経済部

(株)ＮＴＴ東日本－北海道 H27.1.14 総合政策部

(株)ファミリーマート H21. 2.27 総合政策部

大地みらい信用金庫 H21. 7. 7 根室振興局 東京農業大学生物産業学部 H27.3.21 ｵﾎｰﾂｸ総合振興局

日高信用金庫 H21. 7. 8 日高振興局 東日本高速道路（株） H27.6.16 総合政策部

楽天(株) H21. 7.10 経済部 （株）ぐるなび H27.6.17 総合政策部

三井住友海上火災保険（株） H27.10.14 経済部

日本航空（株） H27.12.3 総合政策部

沿岸バス（株） H27.12.11 留萌振興局

第一生命保険（株） H28.1.22 総合政策部

北海道弁護士会連合会 H28.3.23 経済部

(株)AIRDO H23.11.28 総合政策部 吉本興業（株） H28.3.29 経済部

(株)東洋新薬 H25.3.13 経済部

(株)ジェーシービー H25.3.25 総合政策部

(株)北陸銀行 H25.7.26 経済部

「宗谷の魅力発信」、「まちづくりの推進」、
「地域の未来を拓く人材の育成」など

「地域の安全・安心確保」、留萌の「食」・「観光 」の振興、
「就労支援」、「道政広報の推進」など

協定内容

「寒冷地に特化した科学技術」、「保健医療・福祉」、
「まちづくり」、「人材育成」など

「北海道ブランドのPR」、「北海道の食や観光等のPR」、
「北海道の人づくり」など

「食の振興」、「安全・安心な地域づくり」、「子育て支援」、
「地域の産業支援」、「道政広報への協力」など

「北海道の観光振興」、「北海道の食の振興」、
「北海道の人づくり」、「スポーツを基軸とした地域振興」など

サッポロホールディングス(株)
サッポロビール(株)

H19. 2.14 総合政策部

(株)セブン-イレブン・ジャパン
(株)イトーヨーカ堂

H20. 7.24 総合政策部

雪印メグミルク(株)
H19.10.26
H22.3.31改定

総合政策部

建設部

学校法人酪農学園
(酪農学園大学・とわの森三愛高校)

H26.10.30 農政部

生活協同組合コープさっぽろ
H20.11.25
H25.2.7拡充

総合政策部

H27.1.22 釧路総合振興局

道内4工業高等専門学校
（函館・苫小牧・釧路・旭川）

H27.2.24 経済部

エステー(株)
(株)北都

北海道既存住宅流通促進協議会
(公社)北海道宅地建物取引業協会
(公社)全日本不動産協会北海道本部
(公社)北海道不動産鑑定士協会

H27.7.23

旭川大学
旭川大学短期大学部

学校法人北海学園
（北海学園大学・北海商科大学）

H25.8.22 総合政策部

室蘭信用金庫
苫小牧信用金庫
伊達信用金庫

H22. 9.15 胆振総合振興局

日本ハム(株)
北海道立総合研究機構

(株)三省堂書店
H23. 7.21
H24.6.8拡充

総合政策部

H23. 2.16 総合政策部

釧路信用金庫
大地みらい信用金庫

H24. 3.27 釧路総合振興局

H21. 3.16 上川総合振興局

イオン(株)
H21.12. 4
H23.7.25拡充

総合政策部
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区分 主なプロジェクト

推 提

提

コ 提

推

コ 提

●

推 ●

コ 提

コ

推 ●

推 提

コ ●

コ 提

◯ ジオパークの魅力発信に向けた人材の育成支援

推 ●

「空知」ならではの魅力の総合的・戦略的発信
による「空知」ブランド化の推進

平成29年度振興局の主な施策 関連する平成29年度本庁施策

大学生と企業若手職員との交流会や中学生
と大学生の協働による地元職場体験など、札
幌圏への若者人材の還流や学生の定着促進

道産ワインレベルアップ事業[経済部]
（ワイン製造での人材育成ほか）

醸造用ぶどう生産拡大総合サポート
事業［農政部］

若年者等人材呼び込み・呼び戻し事
業［経済部］
地域若者就業・定着支援事業
［経済部］

誰もが働きやすい職場環境づくり事業
費［経済部］
（両立支援制度の普及啓発ほか）

英語力向上支援事業費［教育
庁］（中学生の英語力向上に向け
た、英会話ポイントラリーの実施、独
自の英語検定試験開発ほか）

道産食品・食材ブランド戦略事業費
［経済部］（現地ネットワーク構築
や現地イベントの開催ほか）

道内ジオパークの連携強化に向けた
取組推進［総合政策部・経済部］

道内ジオパークの連携強化に向けた
取組推進［総合政策部・経済部］

多様な強みを活かし融合する
住みたい・訪れたい「いぶり」地
域づくりプロジェクト

実践的インバウンドおもてなし人材育
成事業［経済部］（外国人観光
客受入のための実践的研修ほか）

後志と西胆振地域のリゾート連携による外国
人観光客へのホスピタリティ向上の推進
（後志・胆振）

官民一体となった「オールひだか」での情報発
信と広域観光の推進

管内市町と連携した移住・定住や合宿誘致の
プロモーションの推進

地域特性を活かした「ひだか」
観光展開プロジェクト

 振興局からの政策提案を反映した事業
 地域政策推進事業
 (　　 地域創生推進事業、　　 地域政策コラボ事業)

ＡＳＥＡＮ圏等の観光客誘致に向けた取組
の推進や地域連携ＤＭＯの形成に向けた支
援

“しりべし”活力ある「まち・ひと・
しごと」づくりプロジェクト

若い世代の結婚・子育てに関
する希望をかなえる少子化対
策加速プロジェクト

リゾートホテルや大規模イベントを活用した地
場産品の域内消費拡大と道内外への販路拡
大の推進

日
高

１次、２次、３次産業の連携とジオパークな
どの地域資源を活かした「６次観光」の推進

若い世代が安心して結婚・出産・子育てがで
きる環境づくり、仕事と子育ての両立ができる
職場環境の充実に向けた取組の推進

地域を支える力強い農林水
産業確立プロジェクト

　
胆
振

●道では、地域に根ざした政策を推進するため、北海道創生総合戦略に掲げる「地域戦略」を踏まえ、昨年７月、
　　「連携地域別政策展開方針」を策定し、振興局が中心となって市町村や地域の関係者と連携しながら、
　　同方針に掲げる51の地域プロジェクトを展開しています。

空知農業と関連産業の振興
プロジェクト

石
狩

ワイン生産者への支援や道内外でのプロモー
ションの実施など空知産ワインの産地基盤づく
りの強化

空
知

●平成29年度においては、振興局が市町村と協働でプロジェクトを実施する「地域政策コラボ事業」を新設し、
　 取組を推進するとともに、地域政策推進事業や地域づくり総合交付金のほか、振興局からの政策提案を踏
   まえた本庁各部の施策等を効果的に活用し、地域プロジェクトの一層の推進を図っていきます。

若者の地元定着促進と首都
圏からの新しい人の流れ創出
プロジェクト

空知の魅力発信プロジェクト

後
志

広
域

国際リゾートエリアの環境を活かしたグローバ
ル人材の育成

国際リゾートエリアにおける冬季の季節労働
者の通年雇用化と定着

日本版ＤＭＯ形成促進事業
［経済部］
（地域ＤＭＯ形成に向けたアドバイ
　 ザー派遣、専門人材育成研修会
　 ほか）

いなか暮らし応援プログラム推進事業
［総合政策部］

ようてい・西いぶり広域連携プ
ロジェクト
（後志・胆振・石狩）

次代へつなぐ地域づくり

政策展開方針に基づく地域プロジェクトの推進

道央広域連携地域 推 コ 提
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区分 主なプロジェクト

コ ●

推 提

推 提

コ
提

推

区分 主なプロジェクト

推 ●

●

推 ●

推

コ 提

推 ●

コ 提

推 ●

コ

大都市圏へのＰＲ、地元学生の就業体験な
どによる農・林・商工の垣根を越えた担い手確
保対策の推進

新たな米政策推進円滑化事業費、
道産小麦利用転換ニーズ増進事業
（麦チェン事業）［農政部］

いなか暮らし応援プログラム推進事業
［総合政策部］

日本海漁業振興緊急対策事業費
［水産林務部］

世界遺産登録推進費［環境生活
部］ （北海道・北東北の縄文遺跡
群の世界遺産登録に向けた取組）

北海道新幹線利用促進費
［総合政策部］
（開業効果の波及拡大、北東北と
　 の連携強化ほか）

農林漁業の新たな担い手確保モデル
事業費［水産林務部、農政部］

振興局と町の協働による連携
推進プロジェクト(檜山)

福祉と観光が連携したバリアフリーレジャーの
促進

平成29年度振興局の主な施策 関連する平成29年度本庁施策

地元高校生による「宗谷ひと図鑑」の作成や地
域おこし協力隊の定着支援など移住・定住の
推進

るもい発「食・健康物語」プロ
ジェクト

留萌産米の安定供給と硬質小麦（ルルロッ
ソ）の販路拡大に向けた産地化の推進

西蝦夷広域観光の推進と地域ＤＭＯの設立
検討

宗
谷

人と自然が共生する地・宗谷
創造プロジェクト

宗谷の１次産業のプロモーションと都市部の
大学生等を対象としたインターンシップの推進

上
川

新幹線開業を活かした交流
人口拡大プロジェクト
（渡島・檜山）

ニセコ圏と連携した観光ルートの創出や青函
広域観光エリアの情報発信
（渡島・檜山・後志）

広
域

新幹線開業を活かした交流
人口拡大プロジェクト
（渡島・檜山）

上川の地域産業を支える担
い手育成・確保プロジェクト

未来へ続くたくましい農林水産
業づくりプロジェクト
（渡島・檜山）

ヒラメ、アワビなど地場水産物のブランド化、鮮
度保持技術の開発、普及

平成29年度振興局の主な施策

檜
山

活力ある宗谷の１次産業推
進プロジェクト

天塩川周辺地域の交流人口拡大や大雪山周
辺地域の魅力発信の取組推進

日本版ＤＭＯ形成促進事業
［経済部］

きた北海道広域観光周遊ルート地
域観光創出事業［経済部］
（地域の魅力創出や観光商品の
   新規開発ほか）

渡
島

地域若者就業・定着支援事業
［経済部］
農林漁業の新たな担い手確保モデル
事業費［水産林務部、農政部］

北海道新幹線開業に伴う外国人観光客の受
入環境の整備やスポーツ合宿受入体制の構
築
縄文遺跡の観光資源としての戦略的な活用
や道内外への一元的な情報発信

実践的インバウンドおもてなし人材育
成事業［経済部］

留
萌

魅力ある地域資源を活かした
｢きた北海道｣への来訪促進プ
ロジェクト
（上川・留萌・宗谷）

関連する平成29年度本庁施策

「食」や「食文化」を観光資源とするフードツーリ
ズムの推進

魅力ある地域資源を活かした
｢きた北海道｣への来訪促進プ
ロジェクト

若手人材を中心とした「SOYA fresh☆
network」による宗谷の魅力発信・ＰＲ等の
推進

道南連携地域

道北連携地域
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区分 主なプロジェクト

コ ●

推

推 提

提
推

区分 主なプロジェクト

推 提

◯ 提

推 ●

コ ●

区分 主なプロジェクト

コ ●

推

推 提

コ ●

推 提

インバウンド等観光交流基盤整備加
速事業費［環境生活部］
（オホーツク地域の自然等をテーマと
　 した映像の制作・発信）

知床や流氷等の地域資源を活用した観光プ
ロモーションやスポーツ合宿誘致の推進

管内市町村と連携したオホーツク統一イメー
ジの形成と効果的な情報発信

農林漁業の新たな担い手確保モデル
事業費［水産林務部、農政部］

幅広い分野で活躍している女性ロールモデル
の発掘・発信とネットワークづくり

北海道「生涯活躍のまち」構想推進
事業［総合政策部］
（コーディネーターなどを派遣し、市町
 　村の取組の具体化を支援）

地域の大学と連携した農林水産業における実
践型インターンシップの実施

生産体制の整備や販路拡大
などによる農林水産業強化プ
ロジェクト

「多様な人材の活躍」とかち支
援プロジェクト

アクティブシニアの移住・交流を図るための体
験メニューの開発や情報発信

地域応援！女性・若者起業家育成
支援事業［経済部］

広
域

酪農や漁業など地域を支える
産業の振興プロジェクト
（釧路・根室）

「根釧酪農ビジョン」に基づく草地型酪農の推
進、担い手の育成確保、高付加価値化の推
進

根
室

　
オ
ホ
ー
ツ
ク

道総研、大学、企業の連携によるＩ
ＣＴ等を活用した飼料作物の収穫
作業省力化の研究・普及
［総合政策部、農政部］

道東自動車道の釧路延伸を契機としたプロ
モーション活動の実施と魅力発信

酪農や漁業など地域を支える
産業の振興プロジェクト
（釧路・根室）

さけ・ます流し網漁業の代替漁業であるマイワ
シ・サバ類を活用した新商品ＰＲによる根室
水産物のブランド化の推進

道総研水産試験場と食品加工研究
センターにおけるイワシ・サバ類の高度
加工技術の開発
［総合政策部、水産林務部］

地域の強みを活かした交流人
口の拡大プロジェクト
（釧路・根室）

自然と食を活かした教育旅行や大学ゼミ合宿
などの誘致促進

北海道教育旅行活性化事業
［経済部］

北海道教育旅行活性化事業
［経済部］
（教育旅行プログラムの道外への
　 ＰＲ強化ほか）

「次世代先進産業」とかちチャ
レンジプロジェクト

航空宇宙関連産業集積に向けた情報発信や
進出検討企業への支援、人材育成の推進

関係団体や農機メーカー等と連携した十勝型
ＩＣＴ農業の普及促進

森林整備担い手対策推進費
［水産林務部］

地域資源を活かしたオホーツク
地域への来訪促進プロジェク
ト

地域の強みを活かした交流人
口の拡大プロジェクト
（釧路・根室）

教育旅行誘致のための地域資源を活かしたプ
ログラムの開発やヘルスツーリズム拡大に向け
た取組の推進

　
釧
路

　
十
勝

航空宇宙産業創出推進費
［経済部］（道内企業参入促進
セミナーの開催ほか）

平成29年度振興局の主な施策 関連する平成29年度本庁施策

平成29年度振興局の主な施策 関連する平成29年度本庁施策

平成29年度振興局の主な施策 関連する平成29年度本庁施策

地元の菓子製造事業者等と連携し、オホーツ
ク産農畜産物を使ったスイーツの開発を推進

北海道スマート農業推進事業費
［農政部］（情報共有・発信、
  地域取組支援、人材育成ほか）

オホーツク連携地域

十勝連携地域

釧路・根室連携地域
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（ 
 
●道では、国の定住自立圏構想の活用が困難な地域などを対象に、道独自の支援制度を設け、地域
の実情や特性に応じた広域連携の取組を促進し、地域の活性化を図っています。 

 
●平成２９年度は、現行の７地域に加え、新たなモデル地域を設定するなど、広域観光、地域医療、
産業振興といった幅広い分野における広域連携の取組の拡大を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●人口減少が急速に進む中、将来において地域の多様な行政サービスが持続的に提供できるよう、
振興局と市町村で共通・類似する事務の協働実施に向けた検討を檜山地域でモデル的に進めてい
ます。 

 
●檜山地域における調査・検討の成果や他県の取組状況を道内各地域へ情報提供するなどして、協
働に向けた取組を進めていきます。 

 

 

 

 

広域連携の取組状況（平成 28 年度） 

北海道型地域自律圏の形成  

市町村連携地域モデル事業（市町村連携） 

振興局・市町村協働ガバナンス事業（振興局と市町村の連携） 



・


